
款 項 目 課名 事業名 説明名称

－ － － 人事秘書課
正規職員・会計年度任用
職員数の推移

－ 1・2 p －

2 1 1 人事秘書課 人事管理費 年末調整事務代行業務委託料 3 p 43 p

2 1 1 人事秘書課 人事管理費 公益通報窓口対応業務委託料 4 p 43 p

2 1 1 人事秘書課 職員安全衛生管理事業 ハラスメント相談対応業務委託料 5 p 46 p

2 1 1 人事秘書課 職員研修事業 全体 6 p 46・47 p

2 1 1 財政課 行政経営推進事業
公共施設等適正化基本方針更新業務
委託料

7 p 51 p

2 1 6 総合政策課
協働のまちづくり推進事
業

市民提案型事業補助金 8・9 p 58 p

2 1 6 総合政策課 ふるさと納税事業 全体 10 p 58・59 p

2 1 6 総合政策課 地域整備事業 地域課題支援業務委託料 11 p 59 p

2 1 7 デジタル戦略課 電算システム運用管理費 システム標準化移行業務委託料 12 p 62 p

2 1 11 防災対策課 交通安全意識啓発事業 高齢者運転免許証自主返納奨励品 13 p 69 p

2 1 14 男女共同参画推進課 男女共同参画推進事業 市民意識調査委託料 14 p 71 p

2 1 15 交通政策課
公共交通体系確保維持対
策事業

碓井・大分坑線バス路線維持負担金 15 p 73 p

2 1 15 交通政策課
公共交通体系確保維持対
策事業

飯塚～大隈線等バス路線維持負担金 16・17 p 73 p

2 1 15 交通政策課
公共交通体系確保維持対
策事業

二種運転免許取得補助金 18 p 73 p

2 1 15 交通政策課
公共交通体系確保維持対
策事業

通学等補助金 19 p 74 p

2 1 15 交通政策課
公共交通体系確保維持対
策事業

待合環境整備補助金 20・21 p 74 p

3 1 1 人権・同和対策課 就労準備支援事業 生活困窮者就労準備支援事業委託料 22 p 91 p

3 1 1 生活支援課 自立相談支援費 生活困窮者自立支援委託料 23・24 p 95 p

3 1 1 防災対策課 生活安全推進事業 防犯灯設置工事 25 p 96 p

3 1 1 防災対策課 生活安全推進事業 防犯カメラ設置支援事業補助金 26 p 96 p

予算書頁

令和７年３月定例会 予算特別委員会提出資料一覧【令和７年度嘉麻市一般会計予算】

資料頁

目次 1/7



款 項 目 課名 事業名 説明名称 予算書頁資料頁

3 1 1 防災対策課 生活安全推進事業 犯罪被害者等見舞金 27 p 96 p

3 1 2 高齢者介護課 高齢者福祉事業 グランドパス補助金 28 p 98 p

3 1 2 高齢者介護課 高齢者福祉総務事業費 高齢者コミュニティ支援交付金 29 p 99 p

3 1 8
人権・同和対策課
（嘉穂隣保館）

嘉穂隣保館維持管理費 嘉穂隣保館改修工事設計業務委託料 30 p 111 p

3 1 8 高齢者介護課 社会福祉施設運営事業
嘉穂老人福祉センター改修工事家屋
事後調査業務委託料

31 p 112 p

3 1 8 高齢者介護課 社会福祉施設運営事業 稲築老人憩の家解体事業 32 p 112 p

3 1 8 社会福祉課
稲築社会福祉センター管
理事業

稲築社会福祉センター解体事業 33 p 112・113 p

3 2 2 こども育成課 私立保育園運営事業 保育体制強化事業補助金 34 p 119 p

3 2 2 こども育成課 私立保育園運営事業
保育所等におけるＩＣＴ化推進等事
業補助金

35 p 119 p

3 2 2 こども育成課 私立保育園運営事業 家庭支援推進保育事業補助金 36 p 119 p

3 2 2 こども育成課 私立保育園運営事業 防犯対策強化整備事業補助金 37 p 119 p

3 2 2 こども育成課 私立保育園運営事業 保育補助者雇上事業補助金 38 p 119 p

3 2 2 こども育成課 私立保育園運営事業
私立保育園施設整備事業補助金
私立保育園施設整備事業助成金

39 p 119 p

3 2 2 こども育成課 出産祝金事業 すくすくかまっこ祝金 40 p 120 p

3 2 2 こども育成課
妊婦のための支援給付事
業

妊婦支援ギフト委託料
妊婦支援給付金

41 p 121 p

3 2 4 こども育成課 障がい児保育支援事業 障がい児保育支援事業補助金 42 p 124 p

3 2 4 こども育成課 子ども・子育て支援事業 一時預かり事業補助金 43 p 125 p

3 2 4 こども育成課 子ども・子育て支援事業 地域子育て支援拠点事業補助金 44 p 125 p

3 2 4 こども育成課 子ども・子育て支援事業 延長保育事業補助金 45 p 125 p

3 2 6 子育て支援課 児童相談事業 児童相談システム改修委託料 46 p 133 p

3 2 6 子育て支援課 乳幼児保健事業
新生児聴覚検査委託料
新生児聴覚検査負担金

47 p 136 p
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3 2 6 子育て支援課 妊婦保健事業
妊婦等包括相談支援事業
（旧伴走型相談支援事業）

48 p 136・137 p

3 2 6 子育て支援課 教育相談事業 全体 49 p 138 p

4 1 1 水道局 生活用水施設整備事業 家庭用飲用井戸等整備事業補助金 50 p 145 p

4 1 2 健康課 予防接種事業 定期予防接種業務委託料 51・52 p 146 p

4 1 3 市民課
高齢者保健・介護一体化
事業

全体 53 p 147・148 p

4 1 3 健康課 健康診査事業 骨髄等移植ドナー助成金 54 p 151 p

4 1 3 健康課 健康診査事業 アピアランスケア推進事業助成金 55 p 151 p

4 1 3 健康課 健康診査事業
小児・ＡＹＡ世代がん患者在宅療養
生活支援事業助成金

56 p 151 p

4 1 4 環境課 公衆衛生事業
第２次環境基本計画等中間見直し業
務委託料

57 p 153 p

4 1 4 環境課 浄化槽整備事業 浄化槽設置整備事業補助金 58 p 154 p

4 1 5 環境課 新エネルギー事業
住宅用太陽光発電システム設置補助
金

59 p 155 p

6 1 3 農林振興課 産地形成政策費
経営所得安定対策等推進事業費補助
金

60 p 166 p

6 1 3 農林振興課 産地形成政策費
農業振興対策事業補助金
（水田農業担い手機械導入支援事業・活
力ある高収益型園芸産地育成事業）

61・62 p 166 p

6 1 3 農林振興課 産地形成政策費 環境保全型農業直接支払交付金 63 p 166 p

6 1 3 農林振興課 担い手育成政策費 農業次世代人材投資事業補助金 64 p 166 p

6 1 3 農林振興課 担い手育成政策費
農業振興対策事業補助金
（新規就農者育成総合対策）

65 p 166 p

6 1 3 農林振興課 中山間地域保全対策費 中山間地域等直接支払交付金 66・67 p 167 p

6 1 3 農林振興課 多面的機能維持費 多面的機能支払交付金 68・69 p 168 p

6 1 4 農林振興課 畜産政策費 畜産振興総合対策事業補助金 70・71 p 169 p

6 1 4 農林振興課 畜産政策費
畜産・酪農収益力強化整備等特別対
策事業補助金

72 p 169 p

6 1 5 農林振興課 土地改良事業
防災重点農業用ため池劣化状況評価
業務委託料

73・74 p 169 p
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6 1 5 農林振興課 土地改良事業
防災重点農業用ため池地震耐性評価
業務委託料

75・76 p 169 p

6 1 5 農林振興課 土地改良事業
防災重点農業用ため池ハザードマッ
プ作成委託料

77・78 p 169 p

6 1 5 農林振興課 土地改良事業
漆生地区管水路劣化対策実施設計業
務委託料

79・80 p 169 p

6 1 5 農林振興課 土地改良事業
県営農業農村整備事業調査実施負担
金

81・82 p 170 p

6 1 7 農林振興課
かんがい施設維持管理費
（単費）

鴨生地区取水口ポンプ設置工事 83・84 p 172 p

6 2 2 農林振興課 荒廃森林整備事業 荒廃森林整備事業委託料 85 p 176 p

6 2 2 農林振興課 市有林管理事業 市有林再生事業委託料 86 p 176 p

6 2 2 農林振興課 市有林管理事業 展示林整備事業委託料 87・88 p 177 p

6 2 2 農林振興課
森林経営管理制度推進事
業

森林経営管理制度特定調査業務委託
料

89 p 177 p

6 2 2 農林振興課 放置竹林対策事業 放置竹林対策事業費補助金 90 p 177 p

6 2 2 農林振興課
木材利用・普及啓発推進
事業

新生児記念品作成委託料 91 p 177 p

6 2 3 農林振興課 林道維持補修事業 熊ケ畑・安真木線法面対策事業 92～94 p 178 p

7 1 2 産業振興課 商工業振興費
中小企業経営革新計画遂行支援事業
補助金

95 p 180 p

7 1 2 産業振興課 商工業振興費 商業店舗リフォーム補助金 96 p 180 p

7 1 2 産業振興課 商工業振興費
移住・定住起業チャレンジ支援事業
補助金

97 p 180 p

7 1 2 産業振興課 商工業振興費 商品開発改善事業補助金 98 p 180 p

7 1 2 産業振興課 企業誘致促進・支援事業 誘致企業振興会補助金 99 p 181 p

7 1 2 産業振興課
プレミアム付商品券発行
事業

かましプレミアム付応援商品券発行
事業補助金

100 p 182 p

7 1 2 産業振興課 事業用地整備事業 下山田地区地質調査業務委託料 101・102 p 182 p

7 1 2 産業振興課 事業用地整備事業
企業誘致推進アドバイザリー業務委
託料

103・104 p 182 p

7 1 2 産業振興課 事業用地整備事業
下山田地区事業用地分譲見込調査等
業務委託料

105・106 p 182 p
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款 項 目 課名 事業名 説明名称 予算書頁資料頁

7 1 3 産業振興課
観光施設整備維持管理事
業

梅林公園景観維持管理委託料 107 p 183 p

7 1 3 産業振興課 観光まちづくり事業 アドベンチャーレース運営委託料 108 p 184 p

7 1 3 産業振興課 関係人口創出・拡大事業 移住・定住支援業務委託料 109 p 185 p

7 1 3 産業振興課 関係人口創出・拡大事業 地域おこし推進業務委託料 110 p 185 p

7 1 3 産業振興課 関係人口創出・拡大事業 空き家改修補助金 111 p 185 p

7 1 3 産業振興課 関係人口創出・拡大事業 地域おこし協力隊活動補助金 112 p 185 p

7 1 3 産業振興課 関係人口創出・拡大事業 地域おこし協力隊起業支援補助金 113 p 186 p

8 1 1 土木課 土木総務費 上黒田地区浸水対策工事 114・115 p 188 p

8 2 3 土木課
道路橋りょう長寿命化事
業

橋梁点検業務委託料 116 p 191 p

8 2 3 土木課
道路橋りょう長寿命化事
業

平橋補修設計業務委託料 117 p 191 p

8 2 3 土木課
道路橋りょう長寿命化事
業

田中橋補修設計業務委託料 118 p 191 p

8 2 3 土木課
道路橋りょう長寿命化事
業

下の谷橋補修設計業務委託料 119 p 191 p

8 2 3 土木課
道路橋りょう長寿命化事
業

木城大橋補修工事 120・121 p 192 p

8 2 3 土木課
道路橋りょう長寿命化事
業

向屋敷橋架替工事 122 p 192 p

8 2 3 土木課 道路改良事業 中ノ坪団地内側溝改修工事 123・124 p 192 p

8 2 3 土木課 道路改良事業 次郎五郎台団地内側溝改修工事 125・126 p 192 p

8 2 3 土木課 道路改良事業 ひまわり団地内側溝改修工事 127 p 192 p

8 2 3 土木課 道路改良事業 上山田・下山田線道路整備工事 128・129 p 192 p

8 2 3 土木課 道路改良事業 街路灯更新工事 130・131 p 192 p

8 2 3 土木課 道路改良事業 才田・庄内線道路整備工事 132・133 p 192 p

8 2 3 土木課 道路改良事業 山野・鴨生線道路舗装工事 134・135 p 192 p
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8 2 3 土木課 道路改良事業 浦田１号線道路整備工事 136・137 p 192 p

8 2 3 土木課 道路改良事業 迎原・内山田線道路舗装工事 138・139 p 192 p

8 2 3 土木課 道路改良事業
吉隈バス停・新道公民館１号線道路
舗装工事

140・141 p 192 p

8 2 3 土木課 道路改良事業 貞月・サワラテ線道路側溝整備工事 142・143 p 192 p

8 2 3 土木課 道路改良事業 牛隈小学校線整備工事 144・145 p 192 p

8 2 3 土木課 道路改良事業 馬見・中益線整備工事 146・147 p 192 p

8 2 3 土木課 道路改良事業 新山野・吉成線整備工事 148・149 p 192 p

8 2 3 土木課 道路改良事業 具嶋・赤松尾線道路舗装工事 150・151 p 193 p

8 4 2 土木課 都市公園費 都市公園施設改修工事 152・153 p 195 p

8 5 1 住宅課
市営住宅維持・修繕実施
事業

維持補修工事 154・155 p 200 p

8 5 1 防災対策課 建築物耐震化促進事業 木造戸建て住宅耐震改修補助金 156・157 p 201 p

8 5 1 防災対策課 空家等対策事業 特定空家等解体撤去補助金 158・159 p 201 p

8 5 2 住宅課 市営住宅改善実施事業 市営住宅浄化槽取替事業 160・161 p 202 p

8 5 2 住宅課 市営住宅改善実施事業 市営住宅屋上・外壁等改修事業 162・163 p 202 p

8 5 2 住宅課 市営住宅改善実施事業 市営住宅除却事業 164・165 p 202 p

8 5 3 住宅課 定住促進事業 転入者等住まい応援交付金 166・167 p 203 p

9 1 2 防災対策課 消防施設管理等事業 格納庫改修事業 168・169 p 206・207 p

9 1 2 防災対策課 消防施設管理等事業 耐震性貯水槽設置工事 170・171 p 207 p

9 1 2 防災対策課 消防施設管理等事業 小型動力ポンプ 172 p 207 p

9 1 2 防災対策課 消防施設管理等事業 消火栓設置負担金 173・174 p 207 p

9 1 3 農林振興課
緊急自然災害防止対策事
業

農業用施設測量設計委託料 175・176 p 207 p

目次 6/7



款 項 目 課名 事業名 説明名称 予算書頁資料頁

9 1 3 農林振興課
緊急自然災害防止対策事
業

農業用施設災害防止対策工事 177・178 p 207 p

9 1 3 土木課
緊急自然災害防止対策事
業

河川災害防止対策事業 179～184 p 208 p

9 1 3 防災対策課 災害対策事業 自主防災組織設立等補助金 185 p 209 p

10 1 2 学校教育課
学力向上強化プロジェク
ト事業

全体 186 p 214・215 p

10
2
3
4

1
1
1

学校教育課
小学校管理費
中学校管理費
義務教育学校管理費

情報機器(タブレット)端末更新事業 187・188 p
219・220
231・232
240・241

p

10
2
3
4

1
1
1

学校教育課
小学校管理費
中学校管理費
義務教育学校管理費

ＡＩドリル使用料 189 p
220
232
241

p

10
2
3
4

1
1
1

学校教育課
小学校管理費
中学校管理費
義務教育学校管理費

保護者連絡システム利用料 190 p
220
232
241

p

10
2
3
4

1
1
1

学校教育課
小学校管理費
中学校管理費
義務教育学校管理費

公務支援システム利用料 191 p
220
232
241

p

10 3 1 教育総務課 中学校総務管理費
嘉穂中学校グラウンド大規模改修事
業

192 p 236・237 p

10 5 1 教育総務課 定時制高校管理費 大隈城山校大規模改修事業 193 p 250・251 p

10 7 2 生涯学習課 地区公民館費（稲築） 稲築地区公民館建替事業 194 p 257・258 p

10 7 6 生涯学習課 指定文化財維持管理事業 沖出古墳葺石補修事業 195 p 269 p

10 7 7 生涯学習課
生涯学習センター費
（夢サイト）

生涯学習センター夢サイトかほ改修
事業

196・197 p 272・273 p

10 7 7 生涯学習課
上山田住民ホール運営事
業

上山田住民ホール解体事業 198・199 p 274 p

10 8 1 スポーツ推進課 プロジェクトＫ事業 プロジェクトＫ事業推進補助金 200 p 279 p

10 8 2 スポーツ推進課 プール管理費 スイミングプラザなつき改修事業 201・202 p 281 p

10 8 2 スポーツ推進課 グラウンド管理費 嘉穂陸上競技場改修事業 203・204 p 281・282 p

11 1 1 農林振興課
農地農業用施設災害復旧
事業

上河原堰家屋等工作物事後調査業務
委託料

205・206 p 289 p

11 2 1 土木課 土木施設災害復旧費
道路災害復旧工事
河川災害復旧工事

207・208 p 289 p

11 2 1 土木課 土木施設災害復旧費 過年度災害復旧工事 209～224 p 289 p
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令和６年度及び令和７年度当初予算計上時における正規職員数及び会計年度任用職員数

【部門別集計】

正規職員 任期付職員
会計年度
任用職員

正規職員 任期付職員
会計年度
任用職員

正規職員 任期付職員
会計年度
任用職員

総務財政部門 110 12 44 104 11 46 ▲ 6 ▲ 1 2
民生福祉部門 150 0 157 147 0 89 ▲ 3 0 ▲ 68
産業建設部門 73 0 35 69 0 30 ▲ 4 0 ▲ 5
教育委員会 60 19 143 57 7 138 ▲ 3 ▲ 12 ▲ 5
行政委員会 11 0 15 11 0 15 0 0 0

合計 404 31 394 388 18 318 ▲ 16 ▲ 13 ▲ 76

【会計年度任用職員の主な任用】
部  門

産業建設部門

行政委員会

主な任用理由

総務財政部門

民生福祉部門

教育委員会

（単位：人）

部門

保育士等の専門職（１８名）
介護認定調査員、介護支援専門員等の専門職（２５名）
保健師、臨床心理等の専門職（１６名）
隣保館運営等に要する職員（９名）
確定申告に要する短期雇用職員（１２名）
職員の育児休業又は病気休職等に対する代替職員（２０名）

高齢者介護課
子育て支援課

人権・同和対策課
税務課

課（局）

参議院議員選挙、嘉麻市長選挙に要する短期雇用職員（１３名）
地域活動指導員、文化財専門職等の専門職（１３名）
特別支援教育支援員等の学校教育に要する職員（１０３名）
嘉麻市立大隈城山校の非常勤講師等（１１名）
浄水場作業員等の施設管理に要する職員（１８名）

令和６年度当初予算計上職員数 令和７年度当初予算計上職員数 前年度比較

人事秘書課

選挙管理委員会事務局
生涯学習課
学校教育課
教育総務課

水道局
こども育成課
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予 算 名 等  令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名  人事秘書課 

事 業 名  人事管理費 

説   明  年末調整事務代行業務委託料 

予算計上額 １，４０９千円 

概 要 

 

【事業目的】 

 職員及び会計年度任用職員に対する年末調整事務 

 

【事業内容】 

 年末調整に伴う各種申告書の収集、内容確認、問合せ等を行

うものです。また、新たに会計年度任用職員に対しても年末調

整を行います。 

 

 ▪ＷＥＢ申告に伴うアカウント発行 

 ▪申告内容のチェック（扶養、保険、住宅控除申告等） 

 ▪年末調整に伴う問い合わせ対応（メール・電話対応） 

 ▪不備対応（不備があった場合の本人確認）  

 ▪督促対応（未申告者への連絡） 

 ▪不備一覧表の作成 

 ▪ファイリング（データ化） 
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   人事秘書課 

事 業 名  人事管理費 

説   明  公益通報窓口対応業務委託料 

予算計上額 ３９６千円 

概 要 

 
【事業の目的】 
・公益通報者保護法に基づき、通報者の保護と適切な対応体制

を整備することで、組織として法令遵守を徹底する。 
・内部窓口のみでは、通報者の匿名性や中立性を確保すること

が難しいため、公平・中立な外部通報窓口の設置により透明

性を高め、組織内の不正行為を未然に防ぐ。 
 
【事業内容】 
・外部通報窓口として公益通報担当弁護士を設置 
・通報受付、初期対応、助言、報告書作成等 
・通報内容に基づく調査のサポートおよび改善提案の提供 
 
【期待される主な効果】 
・通報者の保護と組織の透明性向上 
・不正行為の早期発見と再発防止 
 
【公益通報窓口】 
・人事秘書課 
・公益通報担当弁護士 
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予 算 名 等  令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名  人事秘書課 

事 業 名  職員安全衛生管理事業費 

説   明  ハラスメント相談対応業務委託料 

予算計上額 ３４３千円 

概 要 

 

【事業目的】 

 ハラスメントに関する内部相談窓口は、人事秘書課人事厚生

係となっていますが、職員がより相談しやすい環境を整備する

ために、第三者等の外部相談窓口を設置するものです。 

 

【事業内容】 

ハラスメントに関して、第三者の相談経験豊富な専門員（臨

床心理士等）による相談受付となります。 

具体的にはＷＥＢや電話のほか対面による相談受付を行い、

第三者の外部相談員として、公正・中立の立場から問題解決に

むけた助言を行います。 

 

※ハラスメント相談窓口の体制強化 

 令和５年度までは、同じ職場内の人事秘書課人事厚生係が相

談窓口の中心となっていましたが、令和６年度からは、第三者

の外部相談窓口設置や公平委員会への申し立て等を活用する

ことで、相談者のプライバシーを保護しながら中立かつ専門性

の高い対応が期待できるように引き続き相談窓口の体制強化

を図ります。 

 

・内部相談窓口 人事秘書課人事厚生係 

・外部相談窓口 第三者による専門の外部相談窓口 

・公平委員会  地方公務員法第８条に基づく相談窓口 

・職員労働組合 自治労ハラスメント相談窓口 
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予 算 名 等  令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名  人事秘書課 

事 業 名  職員研修事業 

説   明  全体 

予算計上額 ３，４０４千円 

概 要 

 

【令和７年度職員研修計画】 
◆倫理研修 
 不祥事の防止と再発防止を目的とした倫理研修を実施し、全

職員が行動を見直す機会とします。公務員として高い倫理観と

法令順守を重視し、市民の信頼回復を目指します。 
◆イーラーニング研修 
 幅広いテーマのコンテンツの研修が定額で学べるため、自発

的な学習を促進することができます。 
 また、時間の制約もなく、交通費もかからないため、研修コ

ストを大幅に削減することが期待できます。 
◆講師派遣研修（主なもの） 

研修内容 回数 
中堅職員研修 １回 
ロジカルシンキング研修 １回 
ハラスメント研修 １回 
人権研修 ５回 

◆職員派遣研修（主なもの） 
研修内容 延べ人数 

市町村アカデミー ２名 
国際文化アカデミー ２名 
福岡県市町村職員研修所 ３８名 
日本経営協会 ２５名 

◆職員自己啓発等補助金（主なもの） 
内  容 人数等 

自主研究グループ活動 １グループ 
資格取得 １名 
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   財政課 

事 業 名  行政経営推進事業 

説   明  公共施設等適正化基本方針更新業務委託料 

予算計上額 ２，５８５千円 

概 要 

 
【業務目的】 
 平成２７年３月に、公共施設等の適正な管理・運営を図るた

めに策定した、公共施設等適正化基本方針（計画期間：平成２

７年度～令和７年度）について、計画期間の満了に伴い、基本

方針を更新・改定（計画期間：令和８年度～令和１８年度）す

るもの。 

 

【基本方針で対象とする公共施設等】 
 道路等のインフラ資産を含む市が保有する全公共施設等 
 
【基本方針の内容】 
・公共施設等の現状 
・公共施設等の修繕、更新費用の見込 
・今後の取組内容 
保有量の縮減、長寿命化の推進、計画的な維持管理、民間活

力の活用等 
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予 算 名 等  令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   総合政策課 

事 業 名  協働のまちづくり推進事業 

説   明  市民提案型事業補助金 

予算計上額 ６，０００千円 

概 要 

 
【補助の目的】 

地域の多様な活動主体が公共の領域をともに担い合う協働

のまちづくりを推進することを目的とし、嘉麻市のまちづく

りに資する公益的な事業を自主・自発的に行う市民団体に対

し補助金を交付 
 
【補助対象】 
 ●補助対象事業 
〈対象となる事業〉 

市民の福祉の向上および市民の利益につながり、公益上の

必要性があり、協働のまちづくりの視点から必要と認めら

れる事業で、以下の要件を満たすもの 
（１）市内で実施される事業であること 
（２）事業の実施計画（事業効果を含む）および収支計画が

明確な事業であること 
（３）令和８年３月末までに完了する事業であること 
〈対象とならない事業〉 
（１）宗教的活動や政治的活動を目的とする事業 
（２）売名を目的とする事業 
（３）主として営利や私的な利益を目的とする事業 
（４）事業申請を行った年度内に事業が完了しないおそれ 

がある事業 
（５）補助金交付決定の前に着手した事業 
（６）この補助金以外の補助等を受けている事業 
（７）効果が特定の個人、グループ又は地域のみに帰属する

事業 
（８）その他市長が適当でないと認める事業 

 
●補助対象団体 
〈対象となる団体〉 
 次のいずれにも該当する団体であること 
（１）５人以上で構成されていること 
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（２）構成員の半数以上が、市内に住所又は勤務先、通学先

を有すること 
（３）事務所等活動の拠点が市内（事業主体は市外でも可）

にあること 
（４）代表者が明らかであり、規約や会則等を備え、会計処

理（予算・決算を含む）が行われていること 
〈対象とならない団体〉 
（１）営利を目的とする団体 
（２）宗教的活動や政治的活動を主たる目的として設置さ 

れた団体 
（３）公序良俗に反すると認められる団体 
（４）その他市長が適当でないと認める団体 

 
【補助金額】 
 ・１つの事業につき上限５０万円 
 ※補助率は、補助対象経費５万円以下の事業は１００％、５

万円を超える事業は７０％とします。ただし上記に関わら

ず、種苗や肥料等の購入費のみ５０万円を上限に対象経費

全額を補助します。 
※入場料及び売上金、協賛金などの収入がある場合は、補助

対象経費の総額から控除されます。 
 
【過去の実績】 
 ・令和３年度  ２１事業  ２，７７９千円 
 ・令和４年度  ２４事業  ３，７４３千円 
 ・令和５年度  ２６事業  ４，５５４千円 
 
【今年度執行見込額】（１月末現在） 
 ・令和６年度  ３０事業  ５，６１０千円 
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予 算 名 等  令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   総合政策課 

事 業 名  ふるさと納税事業 

説   明 全体 

予算計上額 ２９５,９７９千円 

概 要 

 
【事業目的】 
ふるさと納税制度を活用し、地元特産品の PR 及び地域の活

性化に繋げることを目的に、寄附者に返礼品を進呈するなど、

ふるさと納税の推進を図る。 
 
【事業内容】 
 嘉麻市ふるさと納税活性化協議会（モノコト会議）を開催し、

返礼品の拡充やポータルサイト内での広告運用を行い、寄附金

額の増額を図る。 
 
●過去の実績 

 ・令和 ４年度寄附額 ４０２,７７４千円 
 ・令和 ５年度寄附額 ５０７,８１５千円 
 ・令和 ６年度寄附額 ３２２,９３５千円（１月末現在） 
 
●返礼品数の推移 

 令和５年度末  ６１１品目 ⇒ 現在 ７３３品目 
 
【変更点】 
一昨年に国の制度改正が行われ、募集に要する費用につい

て、大幅に見直されたため、各返礼品の寄附単価について増額

変更を行う必要が生じた。変更後は寄附金額が減少傾向となっ

ているため、返礼品の拡充や利用ポータルサイトの拡大などの

対策を取るとともに、令和７年度からは、専任の職員を配置す

るなど体制を強化し、ふるさと納税の増収を目指します。 
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   総合政策課 

事 業 名  地域整備事業 

説   明 地域課題支援業務委託料  

予算計上額 １，１４７千円 

概 要 

 
【事業目的】 
地域での生活や暮らしを守るため、地域住民自らが主体とな

って、地域の様々な関係主体が話し合い、それぞれの役割分担

を明確にしながら、生活サービスの提供などの地域課題の解決

に向けた取組を持続的に行う地域運営組織を育成することを

目的とするものです。 
 
【事業内容】 
 地域運営組織を育成していくにあたり、各地域が行う、事業

説明会、アンケート、分析、地域将来計画の策定等に対し、専

門的な視点から指導助言を行ってもらい、地域住民の理解を深

め、持続可能な地域づくりを行っていきます。 
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   デジタル戦略課 

事 業 名  電算システム運用管理費 

説   明  システム標準化移行業務委託料 

予算計上額 １７４，６７１千円 

概 要 

 
【事業目的】 
 地方公共団体の事務処理内容の共通性、住民の利便性の向

上、地方行政運営の効率性を図る、地方公共団体情報システム

の標準化に関する法律に基づき、情報システムの標準化を行う

ために必要となる委託事業を行うものです。 
 
【事業内容】 
 標準化対象２０業務（住基、税、福祉、子育て等の基幹シス

テム）について、システム標準化移行を行います。 
・令和４～６年度・・・システム移行準備（文字同定、データ

チェック・改修、標準仕様との乖離分析等） 
・令和７年度・・・システム設定、テスト、システム移行、研

修等 
 
【財源】 
 デジタル基盤改革支援補助金  
 ※上限額 148,922 千円 
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予 算 名 等  令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名  防災対策課 

事 業 名  交通安全意識啓発事業 

説   明  高齢者運転免許証自主返納奨励品 

予算計上額 ７５０千円 

概 要 

 
【事業の目的・内容】 
高齢者の公共交通等の利用を促進するとともに、高齢運転者

による交通事故防止を図るため、嘉麻市の住民基本台帳に記録

されている７０歳以上の者で、自ら自動車運転免許証のすべて

を返納した者に対し、市バス回数券、タクシー乗車券及び西鉄

バスニモカカードの中から希望するもの５，０００円分を給付

するものです。 
 
【過去の実績】           

 Ｒ4 年度 Ｒ5年度 Ｒ6年度 

 返納数（人） 115 143 106 

月平均 9.6 11.9 10.6 

  ※Ｒ６年度 ４月１日〜１月３１日 
 
【財源】 
 市町村高齢者運転免許証 

自主返納支援事業費補助金：県１／２ 
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   男女共同参画推進課 

事 業 名  男女共同参画推進事業 

説   明  市民意識調査委託料 

予算計上額 １，８５５千円 

概 要 

 
【事業目的】 

本調査は、本市における男女共同参画に関する市民意識に

ついて現状を把握し、次期男女共同参画社会基本計画並びに

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する基本計

画の見直しのため、基礎資料を得ることを目的とするもので

す。 
 
【事業内容】 

〇対象者 
１８歳以上の市民（３，０００人） 

〇スケジュール（予定） 
１０月～１１月 市民意識調査実施 
３月      市民意識調査結果報告書完成 
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予 算 名 等  令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   交通政策課 

事 業 名  公共交通体系確保維持対策事業 

説   明  碓井・大分坑線バス路線維持負担金 

予算計上額 ５，４６８千円 

概 要 

 
【目的】 
 西鉄バス碓井・大分坑線の路線を維持するにあたり、平成３

０年１０月からの運行に係る赤字補てんを実施することで、嘉

穂、碓井地区から桂川、飯塚方面への移動手段を維持確保する。 
※ 令和５年 10 月～令和６年９月の利用実績 71,820 人 

 

【負担金見込額】 
 
・負担割合の算定 
碓井・大分坑線 年間運行キロ数 割 合 

実走行距離数 112,746.0 ㎞ 100.000％ 

 嘉麻市内 40,296.0 ㎞ 35.741％ 

飯塚市内 25,696.0 ㎞ 22.791％ 

桂川町内 46,754.0 ㎞ 41.468％ 

 
・負担見込額の算定 

 
 
 
 
 
 

 
※負担見込額は、路線運行に係る経費から運賃収入及び国県補

助金の額を差し引いた収支差によるもの。現状の利用実績等

に基づき試算した見込額。 
 
【財源】 
 過疎対策事業債の活用を検討 

碓井・大分坑線 割合 負担見込額 
負担見込額計 100.000％ 15,297 千円 

 嘉麻市 35.741％ 5,468 千円 

飯塚市 22.791％ 3,486 千円 

桂川町 41.468％ 6,343 千円 
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   交通政策課 

事 業 名  公共交通体系確保維持対策事業 

説   明  飯塚～大隈線等バス路線維持負担金 

予算計上額 ３４，１０１千円 

概 要 

 
【目的】 
西鉄バス「飯塚～大隈線」及び「上山田線」の路線を維持す

るにあたり、令和２年１０月からの運行に係る赤字補てんを実

施することで、嘉麻市内各地域から飯塚及び新飯塚方面への移

動手段を確保する。 
本市から飯塚方面へ向かうこの２路線は広域的な移動におい

て、重要な幹線路線である。 
※ 令和５年 10 月～令和６年９月の利用実績 366,277 人 

  
 
【負担金見込額】 
・負担割合の算定 

飯塚～大隈線 年間運行キロ数 割 合 

実走行距離数 242,497.4 ㎞ 100.000％ 

 嘉麻市内 184,183.0 ㎞ 75.953％ 

飯塚市内 58,314.4 ㎞ 24.047％ 

上山田線 年間運行キロ数 割 合 

実走行距離数 173,222.0 ㎞ 100.000％ 

 嘉麻市内 98,111.0 ㎞ 56.639％ 

飯塚市内 75,111.0 ㎞ 43.361％ 
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・負担見込額の算定 
 飯塚～大隈線 割合 負担見込額 

負担見込額計 100.000％ 28,082 千円 

 嘉麻市 75.953％ 21,330 千円 

飯塚市 24.047％ 6,752 千円 

 

 

 

 

上山田線 割合 負担見込額 

負担見込額計 100.000％ 22,547 千円 

 嘉麻市 56.639％ 12,771 千円 

飯塚市 43.361％ 9,776 千円 

 

 

 

 

 

合 計 割合 負担見込額 

負担見込額計 ― 50,629 千円 

 嘉麻市 ― 34,101 千円 

飯塚市 ― 16,528 千円 

 

 

 

 

 

 

※負担見込額は、路線運行に係る経費から運賃収入及び国県補

助金の額を差し引いた収支差によるもの。現状の利用実績等

に基づき試算した見込額。 
 
【財源】 
 過疎対策事業債の活用を検討 
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予 算 名 等 令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   交通政策課 

事 業 名  公共交通体系確保維持対策事業 

説   明  二種運転免許取得補助金 

予算計上額 ５９１千円 

概 要 

 
【目的】 
 嘉麻市民の就業機会の拡大及び路線バスの乗務員確保を図

り、通学等補助金事業等の公共交通利用促進施策と合わせてバ

ス路線維持に関する取り組みを平成３０年度から行っている

もの。また、令和２年１２月からタクシー乗務員の確保を図る

ため、普通二種及び中型二種の運転免許取得に係る経費につい

ても補助対象とするよう対象範囲を拡大している。 
 
【対象者、補助額等】 
◇対象者（以下をすべて満たす者） 
・市の住民基本台帳に登録されている者 
・１９歳以上６５歳未満の者 
・大型、中型または普通第二種免許の取得に要した費用の支

払いを行った者 
・乗合バス事業者またはタクシー事業者に乗合バスの乗務員

もしくは市内を運行するタクシー乗務員として採用され

ている者 
 

◇補助額等 
 補助対象経費の２分の１以内の額 
 ※１，０００円未満切り捨て。 
 
《参考》 
 ・大型第二種免許取得費用（西鉄自動車学校参照）  

５９０，４４０円（普通・準中型保有者） 
 ・補助額 ５９０，４４０円×１／２＝２９５，２２０円 
 ・見込額 ２９５，２２０円×２人＝５９０，４４０千円 
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予 算 名 等  令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   交通政策課 

事 業 名  公共交通体系確保維持対策事業 

説   明  通学等補助金 

予算計上額 ２８，５６１千円 

概 要 

 
【目的】 
 第２次嘉麻市総合計画、嘉麻市地域公共交通計画などに位置

づけられる公共交通の持続的な運行を確保するため、通学等に

関する負担軽減を図り、地域公共交通の利用者の増加及び定住

化促進を目的として、平成２９年度から実施している補助事業

で平成３１年度から対象者を大学・専門学校等まで拡大し、補

助金額についても３割から５割へと拡充。 
 
【交付実績】 
◇令和３年度  
 申請件数 ９３５件   通学者数 ４６３人 
 補助金額 １９，２４７，１４１円 
◇令和４年度  
 申請件数 １，１１７件 通学者数 ５３８人 
 補助金額 ２３，８６８，０２０円 
◇令和５年度  
 申請件数 １，３３７件 通学者数 ５７６人 
 補助金額 ２７，４５３，２８６円 
◇令和６年度（令和７年１月末現在） 
 申請件数 １，２０５件 通学者数 ５４２人 
 補助金額 ２３，４６７，４７２円 
 
【財源】 

過疎対策事業債の活用を検討 
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予 算 名 等  令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   交通政策課 

事 業 名  公共交通体系確保維持対策事業 

説   明  待合環境整備補助金 

予算計上額 ５００千円 

概 要 

 
【目的】 
 嘉麻市地域公共交通計画に基づき、バス停の待合環境整備に

係る事業を実施し、１，０００人以上の利用があるバス停に令

和５年度から２か年で３３か所のベンチを設置し、事業計画に

おいて予定していた設置は完了した。 
今後見込まれるバス停へのベンチ設置要望や公共交通の待

合環境改善に取り組む各種団体等の取り組みに対し、設置後の

適切な維持管理を条件として、ベンチ設置に係る経費を以下の

とおり補助し、待合環境の改善と市の維持管理経費に係る将来

負担軽減を図るもの。 
 
【補助対象者】 
交通事業者、行政区、商工会等の団体その他これらに準ずる

ものであって、適切な管理能力を有すると認められるもの。 
 
【補助対象経費】 
ベンチ購入に要する費用（運搬費、設置費、消費税及び地方

消費税を含む） 
 
【補助率】 
補助対象経費の 2 分の１とし、1 脚当たり上限額 10 万円 

 
【その他条件等】 
ベンチの設置は固定式を原則とし、占用許可等の必要な手続

き、設置後の維持管理については、補助対象者において実施する

こと。 
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《令和６年度ベンチ設置済個所》 

 
 

 
※令和５年度は、１０か所ベンチ設置済。合計３３か所のバス

停にベンチを設置。  
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   人権・同和対策課 

事 業 名  就労準備支援事業 

説   明  生活困窮者就労準備支援事業委託料 

予算計上額 １５，０００千円 

概 要 

 
【事業目的】 
  ひきこもりや中高年齢者であることを理由に直ちに一般
就労が困難となっている方、及び、様々な要因により生活困
窮に陥っている方を対象に、生活習慣の定着や対人関係能
力、社会適応能力等の改善を図るための支援を行うととも
に、就労活動に必要なマナー、社会適応能力訓練等を段階的
に支援することで、就労の促進を図り、自立と社会参加につ
なぐことを目的としている。 

 
【事業内容】 
 １)就労準備支援プログラムの作成 
 ２)日常生活自立支援、社会生活自立支援 
  ・適切な生活習慣、社会適応能力の形成を促す。 
 ３)就労自立に関する支援 
  ・就労体験等を通して一般就労に向けた技法や知識の 

習得を促す。 
  ・様々な要因により、家族や地域住民等との関係が希薄と

なっている方に対し、訪問支援を実施し、対象者に寄り
添った支援を行う。 

 ４)就農訓練 
・農業に関する基本的な知識を身につけるための基礎的研

修や継続的な農作業の実施及び加工・販売を含めた就労
体験を実施している。 

 
【事業実績（支援延回数）】 

・令和２年度・・・660 回 
・令和３年度・・・539 回 
・令和４年度・・・530 回 
・令和５年度・・・553 回 
・令和６年度・・・396 回（令和７年１月末現在） 

 
【財源】 
  生活困窮者就労準備支援事業補助金：国２／３ 
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名  生活支援課  

事 業 名 自立相談支援費  

説   明 生活困窮者自立支援委託料  

予算計上額  ２０，９１５千円 

概 要 

 

【事業目的】 

 生活困窮者からの相談に包括的に対応する相談窓口を設け、

生活困窮者の抱えている課題を分析し、その課題を踏まえた

「自立支援計画」を作成します。計画に基づき、関係機関との

連絡調整を行いながら、生活困窮状態からの早期脱却、自立を

支援する事業です。 

 

【事業の具体的内容】 

 平成２７年度に「かま自立相談支援センター」を設置し、

開設当初から自立相談支援事業を、平成２８年度からは家計

相談を加えた２事業を嘉麻市社会福祉協議会に委託し事業を

行っています。 

 

〇自立相談支援事業 

生活困窮者からの相談を受け、相談者が抱える問題を評価・

分析し、自立支援計画を策定します。自立支援計画に沿って関

係機関との連携調整を行いながら、包括的に支援を行い、早期

の自立を目指す事業です。 

※生活困窮者自立支援法に基づく必須事業 

 

〇家計改善支援事業 

生活困窮者の家計の立て直しをアドバイスします。家計状況

の「見える化」と根本的な課題を把握し、相談者が自ら家計を

管理できるように、状況に応じた支援計画の作成、相談支援、

関係機関へのつなぎ等を行い、早期の生活再生を支援する事業

です。 

※生活困窮者自立支援法に基づく任意事業 

 

【過去の実績】 

 令和５年度実績 

自立支援新規相談 ９８件 

  自立支援プラン策定件数 ３０件  
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  家計改善支援プラン策定件数 １７ 件 

 令和６年度実績（令和６年１２月現在） 

  自立支援新規相談 ７５件 

  自立支援プラン策定件数 ２４件 

  家計改善支援プラン策定件数 ８件 

 

 かま自立相談支援センター、生活支援課、健康課、ハローワ

ーク、嘉麻市社会福祉協議会コミュニティーワークセンター、

障がい者支援センター等の機関で構成される支援調整会議の

中で支援策を協議し、地域の機関が協力して支援をしていま

す。 

 支援調整会議の他にも、かま自立相談支援センターと生活支

援課の連絡を密に行い、支援の方法について協議を行いながら

事業を実施しています。 

 

【財源】 

〇自立相談支援事業 

生活困窮者自立相談支援事業等負担金：国３／４ 

〇家計改善支援事業  

生活困窮者就労準備支援事業等補助金：国１／２ 
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予 算 名 等  令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   防災対策課 

事 業 名  生活安全推進事業 

説   明  防犯灯設置工事 

予算計上額 ２，６４０千円 

概 要 

 
【事業の目的・内容】 
夜間における犯罪、事故等の発生を防止するため、防犯灯の

設置及び維持管理を行うものです。 
 
【設置基準】 
１．対象箇所 
①国道、県道及び市道で夜間において歩行者が通行する区間 
②児童生徒の通学路のうち主要な区間 
③その他市長が必要と認める区間 
上記区間のうち以下の要件のいずれかにも該当する箇所 
（1） 道路又は通路のうち、夜間の歩行者の安全確保又は犯

罪の防止のために必要と認められる場所 
（2） 設置間隔は、おおむね 50ｍ以上 

 
【過去の実績】           

 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 
新設 21 18 17 

移設 6 12 5 

建替 7 2 2 

撤去 4 6 2 

その他 4 1 1 

  ※Ｒ６年度 ４月１日〜１月３１日 
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   防災対策課 

事 業 名  生活安全推進事業 

説   明  防犯カメラ設置支援事業補助金 

予算計上額 ２５０千円 

概 要 

 
【目的】 
 街頭犯罪の防止や子どもの安全確保及び地域住民の不安解

消を図り、もって市民が安全で安心して暮らすことができる犯

罪のない地域社会づくりの推進を図るため、防犯カメラを設置

及び維持する事業者及び地域団体に対し、補助金を交付するも

のです。 
 
【補助対象経費】 
新たな防犯カメラの購入又は賃貸及び設置工事等に要する

経費（メンテナンス等の維持及び管理経費は除く） 
 
【補助金の額】 
〇事 業 者 補助対象経費の２分の１以内の額 上限５万円 
〇地域団体 補助対象経費の２分の１以内の額 上限５万円 

ただし、福岡県防犯対策カメラ設置支援事業とし

て採択された場合 上限１０万円 
 
【財源】 
防犯対策カメラ設置支援事業補助金（地域団体のみ） 
県１／２ ５万円（上限） 

 
【実績】 
 Ｒ５年度１件  Ｒ６年度２件（R7.1.31 現在） 

 

 

戻る



27 

予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   防災対策課 

事 業 名  生活安全推進事業 

説   明  犯罪被害者等見舞金 

予算計上額 ４００千円 

概 要 

 
【事業の目的】 
犯罪等により被害を受けられた方及びその家族や遺族は、生

命や身体への危害といった直接的な被害に加え、周囲からの誹

謗中傷などの「二次被害」や加害者からの「再被害」の恐怖や

不安にさらされており、市の責務を明らかにすることにより、

ソフト的支援に加えて、金銭的支援を行うことで、犯罪被害者

等を社会全体で支え、市民誰もが安心して暮らすことができる

地域社会を実現することを目的としています。 
 
 
【事業内容】 
 犯罪被害者等見舞金 

 遺族見舞金 ３００千円×１件 

 傷害見舞金 １００千円×１件 
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   高齢者介護課 

事 業 名  高齢者福祉事業 

説   明  グランドパス補助金 

予算計上額 １，６３２千円 

概 要 

 
【補助の目的】 
 市内の６５歳以上の高齢者が西日本鉄道株式会社の実施す

る「西鉄グランドパス」（西鉄路線バス乗り放題定期券）を購入

する際、購入額の一部を市が補助することで、低料金で交通機

関を利用できる体制を整備し、高齢者の公共交通の利用及び外

出支援や免許返納の推進を図ることを目的とする。 
 
【補助対象】 
・市内在住の６５歳以上の高齢者  
・申請により補助証明書を発行し、「西鉄グランドパス」を購入

する際に購入額の一部を補助する。 
【補助金額】 

定期券種 通常価格 補助額 本人負担額 

グランド

パス６５ 

3 か月券 18,000 円 4,500 円 13,500 円 

6 か月券 32,100 円 9,000 円 23,100 円 

１年券 52,900 円 16,000 円 36,900 円 

グランド

パス７５ 

3 か月券 14,300 円 3,500 円 10,800 円 

6 か月券 25,500 円 7,000 円 18,500 円 

１年券 42,000 円 13,000 円 29,000 円 

【令和６年度実績（４月~１２月）】 

定期券種 購入者数 補助額計 

グランド

パス６５ 

3 か月券   28 人  126,000 円 

6 か月券   10 人   90,000 円 

１年券    6 人   96,000 円 

グランド

パス７５ 

3 か月券   52 人   182,000 円 

6 か月券   31 人  217,000 円 

１年券   21 人  273,000 円 

合 計   148 人 984,000 円 

 
【財源】  過疎対策事業債（ソフト） 

 

戻る
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   高齢者介護課 

事 業 名  高齢者福祉総務事業 

説   明  高齢者コミュニティ支援交付金 

予算計上額 ８，８９６千円 

概 要 

 
【交付の目的】 
 嘉麻市に居住する高齢者の見守りやコミュニティづくりを

目的とした事業に対し、交付金を交付するもの。令和２年度ま

で実施していた敬老事業補助金の使用用途の枠を広げ、多種多

様な事業に柔軟に対応できるようにした。 
 
【交付対象者】 
・市内在住の７５歳以上の高齢者 
 （令和７年度中に７５歳になる方を含む）  
 
【対象事業】 
・高齢者の見守りに関するもの 
・高齢者のコミュニティづくりに関するもの 
・高齢者の長寿の祝いに関するもの 
 
【交付金額】 
 交付対象者１人につき１，０００円 

 
【交付先】 
 嘉麻市行政区長連合会 
 

 

戻る
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   人権・同和対策課 

事 業 名  嘉穂隣保館維持管理費 

説   明  嘉穂隣保館改修工事設計業務委託料 

予算計上額 ２，０９１千円 

概 要 

 
【事業目的】 
  嘉穂隣保館は昭和５３年度に建設された施設である。今

回、老朽化が進行している和室、調理室、トイレ、空調機器

等を改善し、隣保館の各種事業の円滑な実施における安全

性、環境の向上及び避難所としての機能充実のための改修工

事を実施するにあたり設計業務を委託するものである。 
 
【改修内容】 
 ・和室改修 
 ・調理室改修 
・トイレ改修 

 ・空調機器改修 等 
 
【財源】 
 旧合併特例事業債 

 

戻る
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   高齢者介護課 

事 業 名  社会福祉施設運営事業 

説   明  嘉穂老人福祉センター改修工事家屋事後調査業務委託料 

予算計上額 １，１５５千円 

概 要 

 
【事業目的】 
 令和６年度に実施した嘉穂老人福祉センター大規模改修工

事に伴う周辺建物への影響の有無を、令和５年度に実施した家

屋事前調査との比較により総合的な判断を行う。 
 
【施設概要】 
施 設 名  嘉麻市嘉穂老人福祉センター 
住  所  大隈町１１８３番地１ 
構  造  鉄筋コンクリート２階建 
建設月日  平成元年４月 
 
【事業内訳】 
・大規模改修工事家屋事後調査委託  １，１５５千円 

  対象家屋  １棟 
 
【財源】 

旧合併特例事業債 
 

 

戻る
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   高齢者介護課 

事 業 名  社会福祉施設運営事業 

説   明  稲築老人憩の家解体事業 

予算計上額 ３１，９５１千円 

概 要 

 
【施工目的】 
 稲築社会福祉センターと稲築老人憩の家は、渡り廊下で併設

し、管理運営を行っている施設であるが、稲築社会福祉センタ

ーは昭和５０年の建設から本年で５０年を迎えており、稲築老

人憩の家についても、昭和５５年の建設から本年で４５年を迎

えている。両施設とも施設の老朽化が著しく、改修には膨大な

費用を要することから、効果的で持続的な施設運営を図るた

め、両施設を廃止し、解体工事を施工するものである。また、

解体工事に伴い、工事全般の監理業務及び跡地整理のための土

地分筆測量を委託するものである。 
 
【施設概要】 
施 設 名  嘉麻市稲築老人憩の家 
住  所  岩崎１１１７番地２ 
構  造  鉄筋コンクリート平家建 
建設年月  昭和５５年５月 
敷地面積  ４，０７８㎡ 
床 面 積  ３６９.８４９㎡ 
 
【解体事業内訳】 
 ・分筆測量委託             ８４５千円 
 ・解体工事監理業務委託       １，８１５千円 
 ・解体工事            ２９，２９１千円 
 
【財源】 

旧合併特例事業債 

 

戻る
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   社会福祉課 

事 業 名  社会福祉センター管理事業 

説   明  稲築社会福祉センター解体事業 

予算計上額 ５３，９３８千円 

概 要 

 
【施工目的】 
 稲築社会福祉センターと稲築老人憩の家は、渡り廊下で併設

し、管理運営を行っている施設であるが、稲築社会福祉センタ

ーは昭和５０年の建設から本年で５０年を迎えており、稲築老

人憩の家についても、昭和５５年の建設から本年で４５年を迎

えている。両施設とも施設の老朽化が著しく、改修には膨大な

費用を要することから、効果的で持続的な施設運営を図るた

め、両施設を廃止し、解体工事を施工するものである。また、

解体工事に伴い、工事全般の監理業務及び跡地整理のための土

地分筆測量を委託するものである。 
 

【施設概要】 
施 設 名  嘉麻市稲築社会福祉センター 
住  所  岩崎１１１７番地２ 
構  造  軽量鉄骨ブロック造平屋建 
建設年月  昭和５０年４月 
敷地面積  ４，３０３㎡ 
床 面 積    ６２５㎡   

 
【解体事業内訳】 
 ・分筆測量委託      １，４２６千円 
 ・解体工事監理業務委託  ３，０６４千円 
 ・解体工事       ４９，４４８千円 
  
 
【財源】 

旧合併特例事業債  

 

戻る
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予 算 名 等  令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名  こども育成課 

事 業 名 私立保育園運営事業 

説   明 保育体制強化事業補助金 

予算計上額 １９，１４０千円 

概 要 

 
【補助目的】 
園外活動時の見守りなど、保育に係る周辺業務を行う保育支

援者を配置することで保育士の負担を軽減し、保育士の就業継

続や離職防止など、保育体制の強化を図ります。 
 
【補助内容】 
 保育支援者の配置に要する費用の一部を補助します。 
 
【補助対象】 
私立保育園等（１１園） 

 
【財源】 
保育体制強化事業費補助金（県） ３／４ 

       ※うち国の間接補助 ２／４ 

 

戻る
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予 算 名 等  令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名  こども育成課 

事 業 名 私立保育園運営事業 

説   明 保育所等におけるＩＣＴ化推進等事業補助金 

予算計上額 １，６５０千円 

概 要 

 
【補助目的】 
保育所等におけるＩＣＴ化を推進し、保育士の負担軽減と保

育所等における事故防止等の体制強化を図ります。 
 
【補助内容】 
業務のＩＣＴ化を行うために必要なシステムの導入や機器

購入、システム更新等に要する費用の一部を補助します。 
 
【補助対象】 
私立保育園（２園） 

 
【財源】 
保育対策総合支援事業費補助金（国） １／２ 

 

 

戻る
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予 算 名 等  令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名  こども育成課 

事 業 名 私立保育園運営事業 

説   明 家庭支援推進保育事業補助金 

予算計上額 １９，２９５千円 

概 要 

 
【補助目的】 
日常生活における基本的な習慣や態度のかん養等について、

配慮が必要な家庭環境にある子どもを多数（４０％以上）受け

入れている保育所に保育士の加配を行うことで、入所児童の処

遇向上を図ります。 
 
【補助内容】 
保育士の加配に要する費用の一部を補助します。 

 
【補助対象】 
私立保育園等（５園） 

 
【財源】 
保育対策総合支援事業費補助金（国） １／２ 

 

 

戻る
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予 算 名 等  令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名  こども育成課 

事 業 名 私立保育園運営事業 

説   明 防犯対策強化整備事業補助金 

予算計上額 １，３５０千円 

概 要 

 
【補助目的】 
保育所における防犯対策を強化し、安心・安全な保育環境の

整備を図ります。 
 
【補助内容】 
非常通報装置や防犯カメラ等の設置に要する費用の一部を

補助します。 

 
【補助対象】 
私立保育園（１園） 

 
【財源】 
防犯対策強化整備事業費補助金（国） １／２ 

 

 

戻る
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予 算 名 等  令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名  こども育成課 

事 業 名 私立保育園運営事業 

説   明 保育補助者雇上事業補助金 

予算計上額 ３４，２８７千円 

概 要 

 
【補助目的】 
保育士資格を持たない短時間勤務の保育補助者を加配する

ことで、保育所等における保育士の負担を軽減し、保育士の離

職防止を図ります。 
 
【補助内容】 
保育補助者の加配に必要な費用の一部を補助します。 

 
【補助対象】 
私立保育園等（１１園） 

 
【財源】 
保育補助者雇上強化事業費補助金（県） ７／８ 

          ※うち国の間接補助 ６／８ 

 

戻る
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予 算 名 等  令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名  こども育成課 

事 業 名 私立保育園運営事業 

説   明 私立保育園施設整備事業補助金 
私立保育園施設整備事業助成金 

予算計上額 ９，９００千円 

概 要 

 

【事業目的】 

私立保育園の施設を整備することにより、児童の安全確保及

び良好な保育環境の維持を図ります。 

 

【事業内容】 

保育園の改修に要する経費の一部に対し、補助金を交付する

とともに、嘉麻市社会福祉法人の助成に関する条例及び嘉麻市

社会福祉法人の助成に関する規則に基づき、助成金を交付しま

す。 

 
【補助対象】 
私立保育園（１園） 

 

【財源】 

私立保育園施設整備事業費補助金（国） ５．５／１０ 

 

戻る
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予 算 名 等  令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名  こども育成課 

事 業 名 出産祝金事業 

説   明 すくすくかまっこ祝金 

予算計上額 ８，０００千円 

概 要 

 

【事業目的】 

 市の次世代を担う子どもの誕生を祝福し、健やかな成長を願

い、子育て世帯への経済的負担の軽減を図るとともに、子ども

の健全な育成に寄与します。 

 

【事業内容】 

新生児１人につき 50,000 円を支給します。 

 50 千円×160 人＝8,000 千円 

 

戻る
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予 算 名 等  令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名  こども育成課 

事 業 名 妊婦のための支援給付事業 

説   明 妊婦支援ギフト委託料・妊婦支援給付金 

予算計上額 １６，０００千円 

概 要 

 

【事業目的】 

妊娠期から出産・育児期まで切れ目ない支援を行うため、妊

婦等包括相談支援事業等の支援を効果的に組み合わせ、妊婦等

の身体的、精神的ケア及び経済的支援を図ります。 

 

【事業内容】 

妊婦１人につき５万円分の現金またはギフト（電子ポイン

ト）を、妊娠しているこども１人につき５万円分の現金または

ギフト（電子ポイント）を支給します。 

現金（口座振込）で受け取るか、ギフト（電子ポイント）で

受け取るかは、受給者の希望によります。なお、ギフト（電子

ポイント）の場合は、希望商品を自宅等へ送付します。 

・妊婦支援ギフト委託料：50 千円×150 人＝7,500 千円 

・妊婦支援給付金(現金)：50 千円×170 人＝8,500 千円 

 

【財源】 

妊婦のための支援給付交付金（国） 

・令和７年３月３１日まで出生分  ４／６ 

・令和７年４月 １日以降出生分 １０／１０ 

妊婦のための支援給付交付金（県） 

・令和７年３月３１日まで出生分  １／６ 

 

戻る
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予 算 名 等  令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名  こども育成課 

事 業 名 障がい児保育支援事業 

説   明 障がい児保育支援事業補助金 

予算計上額 １７，８９７千円 

概 要 

 
【補助目的】 
保育を必要とする、心身に障がいのある児童を保育所に受け

入れ、保育を実施することにより、社会性及び心身の発達を支

援し、児童の福祉の向上を図ります。 
 
【補助内容】 
私立保育園が障がい児を受け入れるために必要な保育士等

の加配や事業実施のために必要な備品等の購入に要する費用

の一部を補助します。 
・１園あたり補助金上限額：1,627 千円 

 
【補助対象】 
私立保育園等（１１園） 

 
【財源】 
過疎対策事業債（ソフト） 

 

戻る
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予 算 名 等  令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名  こども育成課 

事 業 名 子ども・子育て支援事業 

説   明 一時預かり事業補助金 

予算計上額 １８，８１５千円 

概 要 

 
【補助目的】 
家庭において保育を受けることが一時的に困難となった児

童を保育所等において一時的に預かることで、安心して子育て

ができる環境を整備するとともに、育児疲れ等による保護者の

心理的・身体的負担の軽減を図ります。 
 
【補助内容】 
児童を一時的に預かる事業を実施する保育所等に対し、その

費用の一部を補助します。 
 
【補助対象】 
私立保育園等（５園）、私立幼稚園（３園）、 
広域入所私立幼稚園 

 
【財源】 
一時預かり事業費補助金（国） １／３ 
一時預かり事業費補助金（県） １／３ 

 

戻る
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予 算 名 等  令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名  こども育成課 

事 業 名 子ども・子育て支援事業 

説   明 地域子育て支援拠点事業補助金 

予算計上額 ２４，８８４千円 

概 要 

 
【補助目的】 
地域子育て支援拠点事業を実施する子育て支援センターに

おいて、子育て中の親子が気軽に集い、安全に相互交流や子育

ての不安・悩みを相談できる場を継続的に提供し、子育ての孤

立感、負担感の軽減を図ります。 
 
【補助内容】 
地域子育て支援拠点事業を実施する私立保育所に対し、その

費用の一部を補助します。 
 
【補助対象】 
私立保育園（２園） 

 
【財源】 
地域子育て支援拠点事業費補助金（国） １／３ 
地域子育て支援拠点事業費補助金（県） １／３ 
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予 算 名 等  令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名  こども育成課 

事 業 名 子ども・子育て支援事業 

説   明 延長保育事業補助金 

予算計上額 １，７６０千円 

概 要 

 
【補助目的】 
保護者が子育てと仕事を両立しやすくなるよう、保育時間を

延長することによって、多様化する勤労形態に対応し、保護者

の就労等の支援を図ります。 
 
【補助内容】 
保育時間の延長に要する費用の一部を補助します。 

 
【補助対象】 
私立保育園（１園） 

 
【財源】 
延長保育事業費補助金（国） １／３ 
延長保育事業費補助金（県） １／３ 
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   子育て支援課 

事 業 名  児童相談事業 

説   明  児童相談システム改修委託料 

予算計上額 ４，７４０千円 

概 要 

 
【事業目的】 
令和３年９月１日に施行された地方公共団体情報システム

の標準化に関する法律（令和３年法律第 40 号）第８条に基づ

き、地方公共団体が利用する地方公共団体情報システム（同法

第２条第１項に規定するものをいう。）は、標準化基準に適合

するものでなければならないこととされています。 

本市の基幹系システム標準化後もこれまで同様に児童相談

システムを活用し、児童相談事業を推進するため、必要となる

システム改修を行うものです。 

 

【事業内容】 
〇児童相談システム改修 
（１）基幹系システムと児童相談システムとの情報連携構築 

基幹系システムの標準化に伴い、ガバメントクラウド上に

構築された標準準拠システムに基幹系システムが移行される

ため、基幹系システムと児童相談システムとの連携について

新たに構築する必要があります。 
（２）児童相談システム単独のサーバーへの更新 

健康管理システムで使用するサーバーを共有していました

が、健康管理システムの標準化に伴い、ガバメントクラウド

上に移行するため、児童相談システム単独のサーバーへ更新

する必要があります。 
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予 算 名 等  令和７年度一般会計当初予算 

提 出 課 名   子育て支援課 

事 業 名  乳幼児保健事業 

説   明  新生児聴覚検査委託料・新生児聴覚検査負担金 

予算計上額 ７５０千円 

概 要 

 
【事業目的】 
新生児聴覚検査は、先天性難聴の早期発見、早期療育のため

に、生後間もない赤ちゃんに耳の聞こえの検査を行うもので

す。生まれつき聞こえに問題のある赤ちゃんは、1,000 人に 1～
2 人いると言われており、耳からの情報の制約は言語発達を妨

げ、コミュニケーション障がいをきたすだけでなく、お子さん

の情緒や社会性の発達にも影響を及ぼします。 
全ての新生児を対象に聴覚検査を実施することで、難聴児を

早期に発見し、適切な支援につなげられ、聴覚障がいによる言

語発達等の影響が最小限に抑えられるため、新生児聴覚検査の

費用を助成し、検査の全数実施を図り、乳児の健康の保持増進

を図るものです。 
 
【事業内容】 
令和３年度から、生活保護世帯・市町村民税非課税世帯を対

象に、新生児聴覚検査費用の助成を行っています。このような

状況のなか、毎年、数件おられる検査未実施の方が上記世帯に

該当しない現状や、県内での各自治体の実施状況などを受け、

全ての新生児に対し、聴覚検査を実施することができるよう、

自動ＡＢＲ（自動聴性脳幹反応検査）5,000 円、ＯＡＥ（耳音

響放射検査）3,000 円を上限に検査費用を助成するものです。 

 

■予算内訳  

○新生児聴覚検査委託料     700 千円 

○新生児聴覚検査負担金      50 千円 

              計 750 千円 
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予 算 名 等   令和７年度一般会計当初予算 

提 出 課 名   子育て支援課 

事 業 名  妊婦保健事業 

説   明  妊婦等包括相談支援事業（旧伴走型相談支援事業） 

予算計上額 ３，３５５千円 

概 要 

 
【事業目的】 
妊娠から出産・子育てまで一貫して、すべての妊産婦に寄り

添い、継続的な情報発信や相談対応を実施するとともに、必要

に応じて専門的・個別的な支援につなげていくことで、安心し

て出産・子育てができるようにすることを目的としています。 
令和７年度以降は伴走型相談支援を児童福祉法に基づく「妊

婦等包括相談支援事業」として、同趣旨の事業を実施するもの

です。 
 
【事業内容】 
全ての妊婦・子育て家庭が安心して出産・子育てできるよう

に、母子健康手帳交付から、妊娠後期、出産後の赤ちゃん訪問

等、電話やアンケート、面談や家庭訪問を通じて継続的にかか

わり、妊産婦と一緒に出産や育児への見通しを立てたり情報提

供を行うことで、相談しやすい関係づくりや妊産婦に寄り添っ

た支援を行います。また、出産・育児にかかる経済的支援とし

て子ども・子育て支援法に位置付けられた「妊婦のための支援

給付」（旧出産・子育て応援交付金）事業と一体的に実施します。 
■予算内訳  
○会計年度任用職員雇用 
（報酬・期末手当・費用弁償）      3,225 千円 

○消耗品費（指導用品・事務用品）     113 千円 

○通信運搬費（アンケート通知郵便料）      17 千円 

                    計 3,355 千円 
【財源】 
 妊婦等包括相談支援事業費補助金（旧伴走型相談支援事業） 
（補助率 国１／２、県１／４） 
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予 算 名 等  令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   子育て支援課 

事 業 名  教育相談事業 

説   明  教育相談事業全般 

予算計上額  １８，０９３千円 

概 要 

 
【事業目的】 
児童生徒、保護者の悩みを解決するために家庭、学校、地域、

関係機関、団体と連携しながら助言・支援を行い、こどもの健

全な育成を図ることを目的としています。 
 
【事業内容】 
（１）教育相談事業 
  ①教育相談：発達や教育に関わる問題など、悩みを持つこ

どもや保護者などに対し、心理的・教育的な支援を行う。

（令和５年度 延べ１，４８３件） 
  ②就学相談：子どもたち一人一人の可能性を最大限に伸ば

し、健やかな成長を図るためにその子に応じた最もふさ

わしい教育が受けられるように関係機関と連携のもと

就学に向けての相談を実施。（令和５年度 延べ８０件） 
（２）学習等支援室の運営 
   心理的、情緒的、身体的、もしくは社会的要因又は背景に

よってひきこもり傾向にあり、出席しない又はすること

ができない児童生徒が自らの進路を主体的に捉え社会

的に自立の基礎を養うことができる学びの場へつなぐ

までの当面の間、必要に応じて学習支援・生活支援・進

路支援等を行う。（令和５年度利用登録者数３１名） 
（３）スクールソーシャルワーカーの活動 
   福祉の専門家として、社会資源の情報提供など児童生徒

が生活の中で抱えている問題の解決に努める。 
（スクールソーシャルワーカー配置事業費補助金１/３） 

（４）スクールカウンセラー派遣事業 
   心理の専門家として、児童生徒へのカウンセリング・発達

検査を実施し、教職員、保護者への助言を行い、児童生徒

の心の悩みの深刻化やいじめ・不登校等の未然防止、早期

発見・早期対応を図る。 
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   水道局 

事 業 名  生活用水施設整備事業 

説   明 家庭用飲用井戸等整備事業補助金 

予算計上額 １，２００千円 

概 要 

 
【補助の目的】 
 飲用水等（飲用、炊事用、入浴用、洗濯用その他の日常生活

に要する水をいう。）の確保が困難な地域に居住する市民の公

衆衛生の向上及び生活環境の改善を図るため、補助するもので

す。 
 
【補助の内容】 
 １ 対象地域・・・給水区域外 
 ２ 補助率及び補助金額 
    ・補助対象工事等に要する経費の２分の１以内 
    ・１世帯当たり２０万円を限度 
    ・Ｒ７予算計上・・・６件 
 
【補助の実績】  

  Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

補助件数 ３件 ３件 9 件 

補助金額 550 千円 556 千円 1,012 千円 

 ※Ｒ６年度 ４月１日～１月末 
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名  健康課 

事 業 名  予防接種事業 

説   明  定期予防接種業務委託料 

予算計上額 ９３，５８３千円 

概 要 

 
【事業目的】 

 予防接種法上の B類疾病に位置付けられたインフルエンザ、

高齢者肺炎球菌、新型コロナ及び帯状疱疹について、個人の発

病又はその重症化を防止し、その積み重ねとしての間接的な集

団予防を図ることを目的に、市が実施主体として定期接種を行

うにあたり、実施医療機関への接種業務委託料を計上するもの

です。 

 

【事業内容】 

・高齢者インフルエンザ予防接種業務委託料  31,882 千円 

実施期間：令和 7 年 10 月 1 日～令和 8年 2月 28 日（予定） 

接種対象者：65 歳以上の方、及び 

60 歳～65 歳未満の重症化リスクが高い方 

接種者数（見込）：7,700 人（接種率 55％程度を見込む） 

 

・高齢者肺炎球菌予防接種業務委託料      1,193 千円 

実施期間：令和 7 年 4月 1日～令和 8年 3月 31 日 

接種対象者：65 歳の方、及び 

      60 歳～65 歳未満の重症化リスクが高い方 

接種者数（見込）：175 人（接種率 20％程度を見込む） 

 

・新型コロナワクチン予防接種業務委託料   35,963 千円 
※令和 6年 10月 1日付け定期接種化 

実施期間：令和 7 年 4月 1日～令和 8年 3月 31 日 

接種対象者：65 歳以上の方、及び 

      60 歳～65 歳未満の重症化リスクが高い方 

接種者数（見込）：2,520 人（接種率 20％程度を見込む） 

 
・帯状疱疹ワクチン予防接種業務委託料    24,545 千円 
※令和 7年 4月 1 日付け、定期接種化されるもの 

実施期間：令和 7 年 4月 1日～令和 8年 3月 31 日 
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接種対象者：65 歳の方、及び 

      60 歳～65 歳未満の重症化リスクが高い方 

接種者数（見込）：1,200 人（接種率 40％程度を見込む） 

〈5年間の経過措置〉 

・65 歳を超える方について、70 歳から 100 歳までの 5 歳年齢

ごと（70・75・80・85・90・95・100 歳）を接種対象とする。 
※100 歳以上の方は令和７年度に限り全員対象 

 

【事業実績】 

定期予防接種業務委託料 決算額の推移 
年度 決算額 対象疾病 

令和 3年度    39,064 千円   ・インフルエンザ 

・肺炎球菌 

※新型コロナ：令和 6

年度から定期接種化 

令和 4年度    38,457 千円 

令和 5年度    37,133 千円 

 

【財源】 
 一般財源 
 ※低所得者の接種費用を無料とするため、総接種費用の 3 割について 

普通交付税措置 
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予 算 名 等  令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   市民課 

事 業 名  高齢者保健・介護一体化事業 

説   明 全体 

予算計上額 １２，５６５千円 

概 要 

  
【事業目的】 
高齢者の介護予防・フレイル対策・生活習慣病等の疾病  
予防・重症化予防・社会参加などを、県や福岡県後期高 
齢者医療広域連合、民間事業者と連携しながら市が一体的

に実施することで、健康寿命の地域間格差の解消や保険者

間の保健事業の格差の解消を目指すため事業を実施するも

の 
 
 
【事業内容】 
①事業全体のコーディネート、企画調整・分析を行うた 
め専門職を配置し、身体的フレイルなど多様な課題を抱

えた高齢者へのアウトリーチ支援、健康状態が不透明な

高齢者を把握、分析し、必要な医療サービスや介護予防

などへの接続を行う。 
②専門職を配置し、高齢者に対する個別支援や通いの場へ

の関与を行い、高齢者に対し健康相談を行う。 
③保健事業・介護予防に向けて、全てのライフステージに

応じて支援を行うよう、関係各課と連携調整を行う。 
 
 

【財源】 
  後期高齢者医療広域連合保健事業委託金  
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名  健康課 

事 業 名  健康診査事業 

説   明  骨髄等移植ドナー助成金 

予算計上額 ２００千円 

概 要 

 
【助成目的】 
 骨髄バンク（※）にドナー登録を行った提供者の、休業による

経済的負担を軽減することにより、骨髄等の移植及びドナー登

録を推進することを目的とする。 
（※）公益財団法人日本骨髄バンクが実施する骨髄バンク事業をいう。 
 
【助成対象者】 
次のいずれにも該当する方 
・骨髄バンクにドナー登録を行い、骨髄等の提供が完了した

時点で市内に住所を有する方 
・事業所等に勤務、または自営業に従事する方 
・他の制度により同種の助成金の交付を受けていない方 
 
【助成内容】 

骨髄等の提供に際し、健康診断等のための通院や骨髄等採

取のための入院により休業した日（※）について、日額 2万円

（1回の骨髄等の提供につき 20 万円を限度）の助成金を交付

する。 
（※）勤務する事業所等が定める休日及びドナー休暇制度を利用して取

得して休業した日を除く。 

 

【助成実績】※令和 4年度開始事業 

  令和 4年度：なし  令和 5年度：なし 

令和 6年度（1月末時点）：なし 
 

【財源】 

  骨髄等移植ドナー助成事業費補助金（県費 1/2） 
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名  健康課 

事 業 名  健康診査事業 

説   明  アピアランスケア推進事業助成金 

予算計上額 １６０千円 

概 要 

 
【助成目的・概要】 
 がん患者やがん経験者のがん治療に伴う心理的な負担を軽

減するとともに、社会参加を促進し、療養生活の質の向上を目

的とし、医療用ウイッグ等の購入費の一部を助成する。 
 ・対象者：がん患者及びがん経験者 
 ・助成対象となる用具：医療用ウイッグ等及び補整具等 
 ・助成額：購入費の１／２ 
   ※助成上限額：➀医療用ウィッグ等 ２０千円 
          ➁補整具等     １０千円 
           ➀・➁それぞれ１回を限度に助成 
 
 
【助成実績】令和 5年度開始事業 

年度 助成額 備考 

令和 5年度 252,000 円 
医療用ウィッグ 13 件 

補整具     1 件 

令和 6年度 
（1 月末現在） 

104,000 円 
医療用ウィッグ 5 件 

補整具     1 件 

 
【財源】 
  アピアランスケア推進事業費補助金（県費１／２） 
 
【参考】 
～アピアランス（外見）ケアとは～ 
 がん医療の進歩により、治療を継続しながら社会生活を送るがん患者が

増加する中、治療に伴う外見の変化に対して「医学的・整容的・心理社会的

支援を用いて、外見の変化を補完し、外見の変化に起因するがん患者の苦痛

を緩和するケア」を行うことをいう。 
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名  健康課 

事 業 名  健康診査事業 

説   明  小児・ＡＹＡ世代がん患者在宅療養生活支援事業助成金 

予算計上額 ３２４千円 

概 要 

 
【助成目的】 

 小児・AYA 世代（※）のがん患者が、住み慣れた自宅で、安心

して療養生活を送ることができるよう、訪問介護等の在宅介護

サービスの利用に係る費用の助成を行う。 
（※）AYA 世代：１５歳～３９歳の思春期・若年成人の世代を指す。 

 

【助成概要】 

・対象者：４０歳未満のがん患者 
※介護保険における特定疾病としての「がん」の定義及び診断基準に該当する方 

・対象となるサービス 

➀訪問介護（身体介護・生活援助・通院等乗降介助） 

➁訪問入浴介護  

➂福祉用具貸与（車いす・特殊寝台） 

・自己負担：サービス費用の 1割（利用上限額：6万円／月） 

 

【助成実績】令和 5年度開始事業 

  令和 5年度：なし  令和 6年度（1月末時点）：なし 

   

【財源】 

  小児・AYA 世代がん患者 

在宅療養生活支援事業費補助金（県費 45／100） 
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   環境課 

事 業 名  公衆衛生事業 

説   明  第２次環境基本計画等中間見直し業務委託料 

予算計上額 ５，３７５千円 

概 要 

 
【事業目的】 
「嘉麻市第２次環境基本計画」は、環境基本法第３６条及び

嘉麻市環境基本条例第８条に基づき、環境の保全及び創造に関

する施策を総合的かつ計画的に推進することを目的に、令和３

年３月に策定。（計画期間：令和３年度～令和１２年度） 
その後の社会情勢の変化及び環境問題の多様化、科学技術の

進展などを踏まえ、計画内容の見直しを実施する。 
 
【事業内容】 
 ・第２次環境基本計画等中間見直し業務委託 
 ・計画期間は、令和８年度から令和１２年度の５年間 
 ・環境審議会に諮問 
 ・パブリックコメントの実施 
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   環境課 

事 業 名  浄化槽整備事業 

説   明  浄化槽設置整備事業補助金 

予算計上額 ４５，４９４千円 

概 要 

 

【補助目的】 
生活雑排水による公共用水域等の水質汚濁を防止するため、

住宅に合併処理浄化槽を設置しようとする者に対して補助金

を交付する。 
 

【補助金額】 

人槽 新築 
くみ取りから

の転換 

単独処理浄化

槽からの転換 

５人槽 332 千円 332 千円 332 千円 

７人槽 414 千円 414 千円 414 千円 

10 人槽 548 千円 548 千円 548 千円 

処分費 
配管設置費加算 

－ 
90 千円 

300 千円 

120 千円 

300 千円 

 

【汚水処理人口普及率】 

 福岡県 94.6％ 

 嘉麻市 52.8％ 

 

【財源】 

国庫 1/3 

県費 1/3 

過疎対策事業債 

 

 

戻る



59 

予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   環境課 

事 業 名  新エネルギー事業 

説   明  住宅用太陽光発電システム設置補助金 

予算計上額 １，２００千円 

概 要 

 

【補助目的】 
環境にやさしいまちづくりのため、家庭への自然エネルギー

の導入を進めるとともに、自然エネルギーを有効に活用し、地

球温暖化の防止施策等を推進するため、自ら居住する住宅に太

陽光発電システムを設置しようとする者に対して補助する。 

 
【補助金額】 
太陽電池モジュールの公称最大出力値の合計値（４キロワッ

トを超えるものは４キロワットとする。）に２０，０００円を乗

じて得た額とし、上限を８０，０００円とする。 
 
【過去の実績】 

令和３年度  １６件  １，２２１千円 

令和４年度  ２２件  １，７０２千円 

 令和５年度  １３件  １，０３１千円 
 
【今年度執行見込み額】 
令和６年度  １３件  １，０２８千円 
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予 算 名 等  令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   農林振興課 

事 業 名  産地形成政策費 

説   明  経営所得安定対策等推進事業費補助金 

予算計上額 ２，５６５千円 

概 要 

 
【補助目的】 
国の事業である経営所得安定対策等の実施に必要となる推

進活動等のうち、現場における推進活動や要件確認等に必要と

なる経費を助成する。 
 
【補助対象事業者】 
 嘉麻市農業再生協議会 
 
【補助内容】 
 ・経営所得安定対策等の普及推進活動（説明会等） 
 ・需要に応じた作物の生産方針等のビジョン策定 
 ・営農計画書等の作成、配布、回収、整理取りまとめ 
 ・対象作物の作付面積・生産数量等の確認事務 
 ・農業者情報のシステム入力・集計事務 
・産地交付金の要件設定・確認事務 
・農業者の水田農業等の収集・整理事務 
・品目毎作付けの現地確認 

 
【財源】 
経営所得安定対策等推進事業費：国１０／１０ 
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予 算 名 等  令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   農林振興課 

事 業 名  産地形成政策費 

説   明 
農業振興対事業補助金 
（水田農業担い手機械導入支援事業・活力ある高収益型園芸

産地育成事業） 

予算計上額 ２１，３３８千円 

概 要 

 

１．水田農業担い手機械導入支援事業 

 

【事業目的】 

高性能農業機械の導入によって農作業の集約化と生産コス

トの低減を図り、競争力ある土地利用型農業を実施するため、

認定農業者等の担い手に対し、その経費の一部を支援する。 

 

【事業内容】 

事業費の 1／2 以内                （単位：千円） 
 所在 導入機械 事業費(税抜) 補助金 

Ａ 下山田 田植機 等 6,180 3,090 

Ｂ 宮 吉 トラクター 等 5,581 2,790 

Ｃ 光 代 ドローン 1,164 582 

Ｄ 山 野 コンバイン 等 14,660 7,329 

Ｅ 西 郷 コンバイン 8,931 4,466 

計   36,516 18,257 

 
【財源】 
 福岡県農業振興対策事業費補助金：県２／３以内 
嘉麻市農業振興対策事業費補助金：市１／３以上 

 
 
 
２．活力ある高収益型園芸産地育成事業 

 
【事業目的】 

省力機械や施設等の導入により生産条件を整備することで 

園芸農業の競争力の強化を図り、認定農業者等の担い手に対し

て、その経費の一部を支援する。 
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【事業内容】 

事業費の 1／２以内 

              （単位：千円） 
 所在地 導入機械 事業費(税抜) 補助金 

Ａ 下臼井 施肥用機械 等 2,507 1,253 

Ｂ 嘉穂才田 循環扇 1,456 728 

Ｃ 口 春 総合環境制御 

システム 

2,200 1,100 

計   6,163 3,081 

 
【財源】 
 福岡県園芸農業等総合対策事業費補助金：県１０／１０ 
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予 算 名 等  令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名  農林振興課 

事 業 名  産地形成政策費 

説   明  環境保全型農業直接支払交付金 

予算計上額 ２，０９７千円 

概 要 

 
【交付目的】 
農業・農村の多面的機能を発揮するため、地球温暖化防止等

に効果の高い営農活動に対し、国、県と連携して支援する。 
 
【交付内容】 
 化学肥料及び化学合成農薬の使用を、県の慣行レベルから 
原則５割以上低減する取り組みと併せて、次の取り組みに対 
して交付金を交付する。 
≪交付単価≫ 
 地力増進   ５００円／ａ 
 有機農業 １，６００円／ａ 
≪取組面積≫ 
 地力増進   ４，０２９ａ 
 有機農業      ５１ａ 
≪交付金額≫ 
地力増進 ４，０２９ａ×５００円＝２，０１４，５００円 
有機農業   ５１ａ×１，６００円＝     ８１，６００円 

合計 ２，０９６，１００円 
≪取組者数≫ 
  地力増進 ２５名 
  有機農業  １名 
 
【財源】 
 環境保全型農業直接支払交付金： 
国１／２ 県１／４ 市１／４以内 
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予 算 名 等  令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   農林振興課 

事 業 名  担い手育成政策費 

説   明  農業次世代人材投資事業補助金 

予算計上額 １，２００千円 

概 要 

 
【補助目的】 
次世代を担う農業者となることを志向する者に対し、就農直

後の経営確立を支援する資金（５年間）を交付することにより

農業への人材の一層の呼び込みと定着を図る。 
 
【補助内容】 
≪交付単価≫ 
 年１２０万円／名（上期・下期 各６００千円） 
 ※１～３年目（上期・下期 各７５０千円） 
  ４～５年目（上期・下期 各６００千円） 
≪交付期間≫ 
５年間 
※令和４年度から新規就農者育成総合対策事業に移行 

≪交付対象者≫ 
令和３年度から継続して受ける者：１名 

 
【財源】 
 農業次世代人材投資事業費補助金：県１０／１０  
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予 算 名 等  令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名  農林振興課 

事 業 名  担い手育成政策費 

説   明 農業振興対策事業費補助金 
（新規就農者育成総合対策） 

予算計上額 １４，２５０千円 

概 要 

 
【補助目的】 
次世代を担う農業者となることを志向する者に対し、就農直

後の経営確立を支援する資金（３年間）を交付することにより

農業への人材の一層の呼び込みと定着を図る。 
※令和４年度から「農業次世代人材投資事業」より事業承継 

 
【補助内容】 
≪交付単価≫ 
 年１５０万円／名（上期・下期 各７５０千円） 
≪交付期間≫ 
３年間 

≪交付対象者≫ 
令和４年度から継続して受ける者：１名 
令和５年度から継続して受ける者：１名 
令和６年度から継続して受ける者：３名 

 令和７年度から新たに受ける者 ：５名 
 
【財源】 
 新規就農者育成総合対策補助金：県１０／１０ 
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   農林振興課 

事 業 名  中山間地域保全対策費 

説  明  中山間地域等直接支払交付金 

予算計上額 ８２，７７５千円 

概 要 

 
【交付目的】 
  中山間地域等において、農業生産活動が継続的に行われる

よう、農業の生産条件に関する不利を補正するため、国及び

県と連携して支援する。 
 
【交付内容】 
  集落が協定に掲げた実施区域面積に対し、次の単価を掛け

た金額を交付する。 
≪交付単価≫ 
田（急傾斜）      ２１，０００円／１０ａ 

≪加算額≫ 
  超急傾斜農地保全管理加算 ６，０００円／１０ａ 
  ネットワーク化加算    １０，０００円／１０ａ（最大） 
  スマート農業加算     ５，０００円／１０ａ 
≪取組集落数≫ 

  １９組織 
≪取組面積≫ 
３６，８５３ａ 

 
【財源】 
 中山間地域等直接支払事業費補助金： 
国１／２ 県１／４ 市１／４ 
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【積算根拠】 

No 
集

落 

対象面積 負担額（円） 
予算要求

額 

（円） 
田 

（㎡） 
国 県 市 

1 A 42,110 442,155 221,077 221,077 884,310 

2 B 33,006 346,563 173,281 173,281 693,126 

3 C 129,709 1,661,944 680,972 680,972 2,723,889 

4 D 87,647 1,051,763 460,146 460,146 2,103,528 

5 E 46,359 486,769 309,119 309,120 973,539 

6 F 251,637 3,305,482 1,652,740 1,652,741 6,610,965 

7 G 165,136 1,733,928 866,964 866,964 3,467,856 

8 H 466,663 6,066,618 3,033,308 3,033,310 12,133,238 

9 I 108,848 1,306,176 5,834,088 5,834,086 2,612,352 

10 J 179,514 1,884,897 942,448 942,448 3,769,794 

11 K 1,462,350 17,447,248 8,723,622 8,723,626 34,894,496 

12 L 36,331 381,475 190,737 190,737 762,951 

13 M 67,509 708,844 354,422 354,422 1,417,689 

14 N 126,734 1,330,707 665,353 665,353 2,661,414 

15 O 69,017 724,678 362,339 362,339 1,449,357 

16 P 48,429 508,504 254,252 254,252 1,017,009 

17 Q 25,582 268,615 134,307 134,307 537,230 

18 R 49,581 520,600 260,300 260,300 1,041,201 

19 S 143,843 1,510,351 755,175 755,175 3,020,703 

合計 3,685,375 41,687,317 25,874,650 25,874,656 82,774,647 
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   農林振興課 

事 業 名  多面的機能維持費 

説   明  多面的機能支払交付金 

予算計上額 ６５，６１２千円 

概 要 

 

【交付目的】 
 農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律に基づ

き、農業及び農村の有する多面的機能の維持及び発揮を図り、

地域資源の適切な保全管理を推進するため、国、県と連携し、

地域における活動組織が取り組む活動を支援する。 
 
【交付内容】 
 活動組織が事業計画に掲げた実施区域面積に対し、次の単価

を掛けた金額を交付する。 
 農地維持       ３，０００円／１０ａ 
 資源向上（共同）   ２，４００円／１０ａ 
 資源向上（長寿命化） ４，４００円／１０ａ 
 ※上記は、田の単価 
 
 活動計画の認定を受けた組織数３５組織。 
 合計取組面積は、１，１０３.６ｈａ。 
 
【財源】 
 多面的機能支払交付金： 

国１／２ 県１／４ 市１／４ 
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概 要 

 

 

【積算根拠】

田 畑 国 県 市
1 A 10,524 110 4,480,912 2,240,456 2,240,456 8,961,824
2 B 3,509 2 1,433,181 716,590 716,591 2,866,362
3 C 5,958 121 1,358,095 679,047 679,048 2,716,190
4 D 4,799 20 1,082,675 541,337 541,338 2,165,350
5 E 2,131 74 490,205 245,102 245,103 980,410
6 F 4,749 18 2,117,715 1,058,857 1,058,858 4,235,430
7 G 3,421 38 775,235 387,617 387,618 1,550,470
8 H 1,811 6 408,345 204,172 204,173 816,690
9 I 989 314 286,856 143,428 143,428 573,712
10 J 3,951 42 954,708 477,354 477,354 1,909,416
11 K 4,958 84 2,118,654 1,059,327 1,059,327 4,237,308
12 L 3,060 13 690,385 345,192 345,193 1,380,770
13 M 3,933 1,605,844 802,921 802,923 3,211,688
14 N 4,740 37 1,071,865 535,932 535,933 2,143,730
15 O 1,803 8 407,155 203,577 203,578 814,310
16 P 3,085 1 1,352,401 676,200 676,202 2,704,803
17 Q 2,246 189 568,146 284,073 284,073 1,136,292
18 R 839 111 204,870 102,435 102,435 409,740
19 S 2,050 43 311,800 155,900 155,900 623,600
20 T 2,265 1,036 1,204,617 602,308 602,309 2,409,234
21 U 2,271 319 557,230 278,615 278,615 1,114,460
22 V 988 39 227,955 113,977 113,978 455,910
23 W 4,666 855,277 427,638 427,640 1,710,555
24 X 5,790 2,537,757 1,268,878 1,268,879 5,075,514
25 Y 1,030 13 423,516 211,757 211,760 847,033
26 Z 493 93 124,410 62,205 62,205 248,820
27 A' 3,328 5 799,490 399,745 399,745 1,598,980
28 B' 855 192,375 96,187 96,188 384,750
29 C' 3,765 94 860,755 430,377 430,378 1,721,510
30 D' 2,842 520,938 260,469 260,470 1,041,877
31 E' 3,747 418 903,685 451,842 451,843 1,807,370
32 F' 1,090 294,300 147,150 147,150 588,600
33 G' 2,424 334 1,184,069 592,034 592,035 2,368,138
34 H' 475 6 71,850 35,925 35,925 143,700
35 I' 2,190 328,500 164,250 164,250 657,000

106,775 3,588 32,805,771 16,402,874 16,402,901 65,611,546

対象面積（a） 交付金内訳（円） 予算要求額
（円）

合計

№
活動
組織
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   農林振興課 

事 業 名  畜産政策費 

説   明  畜産振興総合対策事業補助金 

予算計上額 １５，００４千円 

概 要 

 
１．ふくおかの畜産競争力強化対策事業（生産拡大対策） 
 
【補助目的】 

畜産物の生産量を確保し、競争力を確保するための飼養規

模拡大に係る飼養管理施設等の整備に必要な経費の一部を支

援する。 
 
【補助内容】 
 事業費の１／３以内             （単位：千円） 

 所在 導入機械 事業費(税抜) 補助金 
Ａ 桑 野 フロントローダー 3,636 1,212 

Ｂ 上臼井 ディスクモア 1,363 454 

Ｃ 漆 生 フロントローダー等 12,745 4,248 

  合計 17,744 5,914 

 
【財源】 
福岡県畜産振興総合対策事業費補助金：県１０／１０ 

 
 
２．ふくおかの畜産競争力強化対策事業 

（博多和牛生産基盤強化対策） 
【補助目的】 

博多和牛の出荷増等に向け、和牛繁殖農家の規模拡大によ

る肥育もと牛の安定供給に必要な経費の一部を支援する。 
 
【補助内容】 
 事業費の１／２以内              （単位：千円） 

 所在 導入機械 事業費(税抜) 補助金 
Ａ 西郷 飼養管理設備機械の整

備及び畜舎改造 
4,545 2,272 

  合計 4,545 2,272 
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【財源】 
福岡県畜産振興総合対策事業費補助金：県１０／１０ 

 
 
３．博多和牛ブランド強化対策事業（博多和牛出荷増頭対策） 
 
【補助目的】 

廃業者の牛舎を有効活用した低コストでの規模拡大または

新規参入のための施設整備を支援し博多和牛の出荷増頭に必

要な経費の一部を支援する。 
 
【補助内容】 
 事業費の１／２以内              （単位：千円） 

 所在 導入機械 事業費(税

抜) 

補助金 

Ａ 西郷 飼養規模拡大に伴う施

設、機械等の整備、生産

量増加に伴う畜舎改造 

13,636 6,818 

  合計 13,636 6,818 

 
【財源】 
福岡県畜産振興総合対策事業費補助金：県１０／１０ 

 
 

 
  

戻る
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   農林振興課 

事 業 名  畜産政策費 

説   明  畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業補助金 

予算計上額 ５００，０００千円 

概 要 

 
【事業目的】 
  畜産の収益・生産基盤を強化し、国際競争力の強化を力強

く、集中的に進めるため、畜産農家をはじめとする関係者が

連携する畜産クラスターの仕組みの活用により、生産コスト

の削減、規模拡大等地域一体となって行う取組に対し、必要

な経費の一部を支援する。 
 
【事業内容】                （単位：千円） 

  所在 取組内容 事業費 補助金 

Ａ 泉河内 

肥育豚舎 12 棟 

隔離豚舎 1 棟 

堆肥舎  4 棟 

管理事務所1棟 

1,394,363 500,000 

 
【財源】 
 福岡県畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業補助金 
 ：１０／１０ 
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   農林振興課 

事 業 名  土地改良事業 

説   明  防災重点農業用ため池劣化状況評価業務委託料 

予算計上額 ５，８１９千円 

概 要 

 
【事業目的】 
 防災重点農業用ため池に係る防災工事等の推進に関する特

別措置法及び防災重点農業用ため池に係る防災工事等基本指

針に基づき、ため池の劣化状況を調査するもの。 
 
【事業内容】 
 農業用ため池を構成する、堤体、洪水吐き、取水放流設備等

の経年的な劣化の進行及び地震、洪水等による一時的外力に起

因する損傷なる変状を把握し、ため池の決壊の危険性に関し

て、貯留機能、水理機能及び構造機能を評価するもの。 
 
【調査予定箇所】 
（山田地区）唐人谷池、ウナブシ１号池 
（稲築地区）松ヶ坂ため池 
（碓井地区）新ため池下ため池、池田ため池 

 （嘉穂地区）裏野、辻田、中神田、奥町２、井ノ浦２ 
       小田渕 

計１１箇所 
 
【財源】 
 農業農村整備事業補助金 １０／１０ 
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   農林振興課 

事 業 名  土地改良事業 

説   明  防災重点農業用ため池地震耐性評価業務委託料 

予算計上額 ４７，７９４千円 

概 要 

 
【事業目的】 
 防災重点農業用ため池に係る防災工事等の推進に関する特

別措置法及び防災重点農業用ため池に係る防災工事等基本指

針に基づき、ため池の耐震性能を調査するもの。 
 
【事業内容】 
 防災工事の必要性についての判断に資するために行う地震

又は豪雨による農業用ため池決壊の危険性を評価するもの。 
 
【調査予定箇所】 
（山田地区）ウナブシ１号池 
（碓井地区）山ノ口ため池、藤ヶ浦ため池 

 （嘉穂地区）辻田、小田渕 
計５箇所 

 
【財源】 
 農業農村整備事業補助金 １０／１０ 
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   農林振興課 

事 業 名  土地改良事業 

説   明  防災重点農業用ため池ハザードマップ作成委託料 

予算計上額 １３，４１２千円 

概 要 

 
【事業目的】 
本市の農業水利施設（ため池）は、水利組合や集落など農業

者を主体とした組織でため池の維持管理を行っていたが、近年

の農業者の減少や老齢化、農業集落の都市化や混住化により、

ため池管理体制の脆弱が顕在化しており、ため池の老朽化が進

行している。このような状況の中、近年、集中豪雨や大規模地

震等の災害が頻発しており、これらに起因してため池が決壊し

た場合、ため池下流域の家屋や公共施設等に重大な影響を与

え、人的被害が発生する恐れがある。 
 このことから、本事業によりため池が決壊した場合を想定し

たハザードマップを作成することで、ため池決壊による災害が

発生した場合に、関係住民の迅速な避難行動に繋げ、人的被害

の未然防止に寄与し、施設周辺地域の安全・安心を図るもの。 
 
【財源】 
福岡県農業農村整備事業補助金 １０／１０ 

 

戻る
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   農林振興課 

事 業 名  土地改良事業 

説   明  漆生地区管水路劣化対策実施設計業務委託料 

予算計上額 １８，４７９千円 

概 要 

 
【事業目的】 
稲築漆生地区の農業用水路については、経年劣化による腐

食、破損等があり危険な状態である。そのため、当該地区の管

水路の機能回復の劣化対策実施設計業務を行います。 
 
【事業内容】 
 委託延長 L=50m 
劣化対策実施設計一式 

 

戻る
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   農林振興課 

事 業 名  土地改良事業 

説   明  県営農業農村整備事業調査実施負担金 

予算計上額 ５，０００千円 

概 要 

 
【事業目的】 
嘉穂馬見地区にある中原ため池については、堤体からの漏水

があり危険な状態である。そこで、県営事業において堤体改修

を行うにあたり、事業計画を作成するための下流域調査費の市

負担分（５０％）を予算計上するもの。 
 
【調査箇所】 
 嘉穂地区馬見 中原ため池 

 

戻る



82 
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   農林振興課 

事 業 名  かんがい施設維持管理費（単費） 

説   明  鴨生地区取水口ポンプ設置工事 

予算計上額 １０，２０８千円 

概 要 

 
【事業目的】 
稲築鴨生地区にある鴨生用水機施設は、山田川にある白門堰

が起立している際の水位を利用して農業用水を取水している。 
令和６年に白門堰の破損し、堰の管理者である飯塚市が令和

６年度から令和７年度にかけて修復工事を行うにあたり、その

間の取水に対応するため工事を行うもの。  
 
【施工内容】 
取水ポンプ設置一式 
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   農林振興課 

事 業 名  荒廃森林整備事業 

説   明 荒廃森林整備事業委託料 

予算計上額 ５２，３６６千円 

概 要 

 
【事業目的】 
長年手入れが行き届かず荒廃しているスギやヒノキ等の人

工の森林を調査特定し、切捨て間伐等の施業を実施することに

より、一定の年月をかけ森林を再生させていくもので、森林が

持つ公益的機能の再生を目指す。 
なお、本事業は平成２０年度に開始された福岡県荒廃森林整

備事業補助金による１００％補助事業で、受益者の負担はな

く、市と協定を結ぶことで間伐材の持ち出しの制限や、長期の

協定期間などの一定の制約が求められ、公平性が担保されてい

る。 
 
【事業内容】 
・調査業務：協定確認    ２００件 
      標準地確認   ２０箇所 
・整備業務：強度間伐   ４１．３ha 

            侵入竹除伐   ７．５ha 

      下刈      ７．０ha 

      広葉樹植栽   ２．３ha 

            獣害対策設置 ６９００本 
 
【財源】 
 荒廃森林整備事業費補助金：１００％ 
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   農林振興課 

事 業 名  市有林管理事業 

説   明  市有林再生事業委託料 

予算計上額  ６，８０８千円 

概 要 

 
【事業目的】 
調査により荒廃が認められた市有林において、間伐等の整備

を実施することにより、森林の持つ公益的機能の再生を図る。 
 
【事業内容】 
・対象森林：嘉麻市所有森林のうち、地域森林計画対象民有林

で市が経営計画を設定していない人工林 
・調査業務：６箇所    
・強度間伐：８．９ヘクタール 
 
【財源】 
 森林環境譲与税（基金）：１００％ 
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   農林振興課 

事 業 名  市有林管理事業 

説   明  展示林整備事業委託料 

予算計上額 ２，５００千円 

概 要 

 
【事業目的】 
市民が生活する場の身近にある生活環境林として整備した

市有林の改良を行い、市民が森林や木に触れ合う機会の拡大を

目的とする。 
 
【事業内容】 
・場所：上山田 猪鼻生活環境林 
・内容：遊歩道整備 丸太階段設置 １２０段 
 
【財源】 
森林環境税（県税）：１００％ 
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【位置図】 
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   農林振興課 

事 業 名  森林経営管理制度推進事業 

説   明  森林経営管理制度特定調査業務委託料 

予算計上額 ２，６５０千円 

概 要 

 
【事業目的】 
従前の森林経営管理制度意向調査において管理の委託を希

望した所有者の森林を調査し、林業経営の効率化及び森林の管

理の適正化の一体的な促進を図る。 
 
【事業内容】 
・対象：令和６年度に実施した意向調査において管理の委託を

希望した所有者の森林 
・内容：森林の現在の状況を調査する 
    面積 ２３１．１６ヘクタール 
 
【財源】 
森林環境譲与税（基金）：１００％ 
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予 算 名 等  令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名  農林振興課 

事 業 名  放置竹林対策事業 

説   明  放置竹林対策事業補助金 

予算計上額 ６，０００千円 

概 要 

 
【事業目的】 
放置竹林の拡大防止を所有者等が行う放置竹林整備に要す

る経費に補助を行い、放置竹林の拡大防止を図り、森林が持つ

公益的機能の再生を目的とする。 
 
【事業内容】 
事業区分 対象となる経費 補助率 
竹の間伐 
※区域内の竹を適

正本数まで伐採す

る 

竹林の間伐に要す

る経費 
10/10 以内 

ただし補助金の

総額は補助対象

者当たり４０万

円を限度とする 竹の皆伐 
※事業区域内の竹

を全て伐採する 

竹林の皆伐に要す

る経費 

 
【補助実績】 

年度 R3 R4 R5 R6 

施工面積(㎡) 800 2,000 2,000 2,000 

採択件数(件) 4 10 10 10 

応募件数(件) 5 13 12 17 

 
【財源】 
森林環境譲与税（基金）：１００％ 
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   農林振興課 

事 業 名  木材利用・普及啓発推進事業 

説   明  新生児記念品作成委託料 

予算計上額 ３０４千円 

概 要 

 
【事業目的】 
ヒノキの端材で作成した積み木を、市内に誕生した新生児に

贈答することにより、母子健康の増進に寄与する木育と市民に

対して森林や自然環境に関心を持ってもらうことを目的とす

る。 
 
【事業内容】 
・内容：積み木作成 １００セット（１セット８個） 
 
【財源】 
森林環境譲与税（基金）：１００％ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

戻る
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   農林振興課 

事 業 名  林道維持補修事業 

説   明  熊ヶ畑・安真木線法面対策事業 

予算計上額 １０６，７００千円 

概 要 

 
【事業目的】 
熊ヶ畑・安真木線の当該箇所は、雨水による浸食により山肌

が露出し、降雨の度に林道への土砂流出や、崩落面の隣接民地

への浸食を起こしている。本対策工事により林道への土砂の流

出や民地の浸食を防止し、林道の安全な通行の確保を目的とす

る。 
 
【事業内容】 
・工事長 Ｌ＝４５．０ｍ 
・簡易吹付法枠工 Ａ＝１，７３２．０㎡ 
・人工張芝工 Ａ＝１，４８５㎡ 

 ・大型かご枠工 Ａ＝１１６．５㎡ 
 
【財源】 
地方創生道整備交付金：５０％ 

 旧合併特例事業債 
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【位置図】 
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【現況写真】 
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   産業振興課 

事 業 名  商工業振興費 

説   明  中小企業経営革新計画遂行支援事業補助金 

予算計上額 ５００千円 

概 要 

 
【補助の目的】 
小規模事業者の持続的な発展を図り、事業者の新たな事業展開

を促す目的で策定される経営革新計画（県知事の承認）を遂行

するために必要な経費の一部を助成する。 
※新たにデジタル化計画に対する経費を助成対象とする予定。 
 
【補助対象】 
引き続き６月以上同一の事業を営んでいる市内に本社登記が

ある法人事業者又は、市内で事業を営んでいる個人事業者で経

営革新計画の承認を受けた者。 
 
【補助金額】 
補助対象経費の１／２（上限１０万円） 
 
 
【過去の実績】 
令和５年度      予 算 額 ５００千円 
           申請件数 ４件  

交付件数 ４件 
           交 付 額 ３６１千円 
 
令和６年度（見込）  予 算 額 ５００千円 

申請件数 ４件  
交付件数 ３件 

           交 付 額 ２４５千円 
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   産業振興課 

事 業 名  商工業振興費 

説   明  商業店舗リフォーム補助金 

予算計上額 ５，０００千円 

概 要 

 
【補助の目的】 
市内の商業の振興及び活性化を図るため、商業店舗等の改修等

を行うものに対し補助金の交付を行う。 
 
【補助対象】 
・市内で小売業、飲食業又はサービス業が営まれている店舗又

は事務所で、市内に本社又は本店所在地を有する法人若しくは

市内に住所を有する者が行うリフォーム工事。 
※原則として、施工は市内業者。 
 
【補助金額】 
・補助対象工事に要する経費の１／２に相当する額（上限５０

万円） 
 
【補助実績】 
令和５年度      予 算 額 ５,０００千円 
           申請件数 １４件  

交付件数 １３件 
           交 付 額 ４,８４１千円 
 
令和６年度（見込）  予 算 額 ５,０００千円 

申請件数 １１件  
交付件数 １１件 

           交 付 額 ４,７８２千円 
 

 

戻る
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   産業振興課 

事 業 名  商工業振興費 

説   明  移住・定住起業チャレンジ支援事業補助金 

予算計上額 １０，０００千円 

概 要 

 
【補助の目的】 
地域における雇用の創出を促し、地域経済の活性化及び移住

定住の促進を図る。 
 
【補助対象】 
市内に住所を有する者及び移住者で市内を拠点に起業する者 
令和５年度より事業承継も補助対象に追加。 
 
【補助金額】 
起業に必要な経費の１／２以内（地域おこし協力隊として 1

年以上地域協力活動に従事している者、又は従事した事があ

る者は補助対象経費の 3分の 2以内）で１００万円を基本額

に加算額を上乗せし、最高２５０万円を補助 

申請者自らがプレゼンテーションを行い、審査会において補

助金交付の可否を決定。 
 
【過去の実績】 
令和５年度      予 算 額 １０,０００千円 
           申請件数 ５件  

交付件数 ５件 
           交 付 額 ９,７１４千円 
 
令和６年度（見込）  予 算 額 １０,０００千円 

申請件数 ６件  
交付件数 ６件 

           交 付 額 ７,４８６千円 
 

 

戻る
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   産業振興課 

事 業 名  商工業振興費 

説   明  商品開発改善事業補助金 

予算計上額 １，５００千円 

概 要 

 
【補助の目的】 
嘉麻市の魅力を発信するため、対象事業者が製造したふるさ

と納税の返礼品となる商品に対し、２０万円を上限に助成す

る。補助率は２／３ 
 
【補助対象】 
市内に事業所を有する法人若しくはその他団体又は個人事

業者が、新規に商品化または既存の商品を改良し、商品化した

もの。 
 
【補助金額】 
補助対象経費の２／３（上限２０万円） 
審査会を開催し、補助金交付の可否を決定。 

 
【過去の実績】 
令和５年度     予 算 額 １,５００千円 

申請件数 ７件  
交付件数 ７件 

           交 付 額 １,０２１千円 
 
令和６年度（見込） 予 算 額 １,５００千円 

申請件数 ７件  
交付件数 ７件 

           交 付 額 １,３９４千円 
 

 

戻る
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予 算 名 等  令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名  産業振興課 

事 業 名  企業誘致促進・支援事業 

説   明  誘致企業振興会補助金 

予算計上額 １，９３８千円 

概 要 

 

【補助目的】 
 嘉麻市における産業の振興と雇用の増大を図り、市勢の発

展を促進するために、嘉麻市誘致企業振興会が行う企業支援

活動に対し、補助金の交付を行うもの。 
 
【補助内容】 
 ①人材確保支援事業 

・企業紹介パンフレットの作製 
 ②人材定着支援事業 
  ・中堅職員向け研修会 
 ③高校生バスツアーの実施 
 
【補助実績】 
 令和６年度（見込） 
 ①企業紹介パンフレット作製 ４社 
②中堅職員セミナー １回（計画中） 

 ③高校生バスツアー 
・R6.9 稲築志耕館高校１年生 １３８名（４社） 

  ・R6.3 飯塚高校、稲築志耕館高校２年生（計画中） 
 
※補助金交付額 
 令和３年度 １，７９９，０２０円 
 令和４年度 １，９３７，８４３円 
令和５年度 １，９３８，０００円 
令和６年度 １，９３８，０００円（見込） 

 

戻る



100 

予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   産業振興課 

事 業 名  プレミアム付商品券発行事業 

説   明  かましプレミアム付応援商品券発行事業補助金 

予算計上額 １５，０００千円 

概 要 

 
【補助の目的】 
原油価格・物価高騰に直面する市民への支援や、低迷する市

内の消費を喚起し、地域経済の活性化を図るため、嘉麻商工会

議所及び嘉麻市商工会が行うプレミアム付地域商品券の発行

に対する支援を行う。 
 
【補助の概要】 
 ○１セットで 12,000 円分の買物ができる商品券を 10,000 円

で販売する。 

 ○発行総額：１２０,０００千円 
 ○プレミアム額：２０,０００千円 
  ・県補助額：１０,０００千円（販売額１億円の１０％） 
  ・市補助額：１０,０００千円（販売額１億円の１０％） 
  ※購入方法は抽選方式 
 
 ○市補助金内訳 
  ・プレミアム分  １０,０００千円 
  ・事務費      ５,０００千円 
    計      １５,０００千円 
 
【財源】 
 地方創生臨時交付金（国費）１０／１０ 
 

 

戻る
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   産業振興課 

事 業 名  事業用地整備事業 

説   明  下山田地区地質調査業務委託料 

予算計上額 １０，７３８千円 

概 要 

 
【目的】 
市有地を産業用地として活用することにより、地域経済の活

性化と雇用の場の創出並びに定住人口の増加を図ることを目的

とする。 
 
【事業内容】 
 下山田地区の市有地を産業用地として売却する際の契約不適

合責任を回避するため、一部地質調査を行うもの。 
 
【財源】 
 一般財源 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

戻る
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下山田地区地質調査業務委託料 説明資料 
 

 
 
（調査項目） 
 １．土質ボーリング 
 ２．標準貫入試験 
 ３．温度測定 
 ４．現場透水試験 
 ５．弾性波探査 
 ６．室内土質試験 
   土及び土粒子の密度試験・含水比試験・三軸圧縮試験・一軸圧縮試験 
   粒度試験・圧密試験・締固め試験 
 ７．室内分析試験 
   硫化イオン濃度・PH・フミン酸・PFAS（PFOS/PFOA）測定 
 
※ 上記試験箇所のうち、状況に応じ予算の範囲内で調査個所と調査項目を調整する。 
 
 
  

戻る
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   産業振興課 

事 業 名  事業用地整備事業 

説   明  企業誘致推進アドバイザリー業務委託料 

予算計上額 １，５８４千円 

概 要 

 
【目的】 
市有地を産業用地として活用することにより、地域経済の

活性化と雇用の場の創出並びに定住人口の増加を図ることを

目的とする。 
 
【事業内容】 
 下山田地区の市有地を産業用地として売却する際の民間企

業（売却先）の事業計画等を検証（与信）し、アドバイスを受

けるもの。 
 
【財源】 
 一般財源 
 
 
 
 

 

戻る
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企業誘致推進アドバイザリー業務委託料 
（うち企業誘致推進アドバイザー業務（県プロフェッショナル人材センター）） 
 

トヨタ自動車九州株式会社「地域のパートナー制度」 説明資料 

 
  

戻る
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   産業振興課 

事 業 名  事業用地整備事業 

説   明  下山田地区事業用地分譲見込調等業務委託料 

予算計上額 ５，９２９千円 

概 要 

 
【目的】 
市有地を産業用地として活用することにより、地域経済の活

性化と雇用の場の創出並びに定住人口の増加を図ることを目

的とする。 
 
【事業内容】 
 下山田地区の市有地を売却するため、コンサルティング事業

者に調査業務を委託し、様々な業種における企業の進出意向を

確認するもの。 
また、嘉麻市が提示する条件に適う企業の掘り起こしを行う

ため、営業代理を兼ねた企業との事前面談及び対象企業の信用

調査を行うもの。 
（期待する効果） 
 ・全国の企業（１０００社以上）へのアナウンス効果 
・嘉麻市の事業用地に対する需要（期待度）を確認 

 ・企業の与信調査により成長性・安全性を確認 
 ・企業との交渉にかかる優先順位の把握 
 ・企業ニーズと産業界の動向を整理 
 ・市職員の営業ノウハウの獲得と交渉力を養成 
（事業期間） 
   令和７年２月～令和７年９月（予定） 
 
【財源】 
 一般財源 
 
※債務負担行為（令和６年９月補正） 

 

 

戻る
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下山田地区事業用地 
所在：嘉麻市下山田字吉庵  地番：249 番 1  地目：原野  地積：224,977 ㎡  
                           （うち売却面積：約４ha） 

 
【位置図】 

 
 
 
【現況写真】 

 
 
  

戻る



107 

予 算 名 等  令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   産業振興課 

事 業 名  観光施設整備維持管理事業 

説   明  梅林公園景観維持管理委託料 

予算計上額 １３，７８５千円 

概 要 

 
【事業の目的】 
梅林公園を維持管理することにより、樹勢の延長及び花付の

改善を図り、景観の保持及び観光入込客数の増加に資するもの

である。 
 
【事業内容】 
・除草工（園内） A=12,580 ㎡ 
・除草工（法面） A=11,800 ㎡ 
・梅植樹 N=10 本 
・剪定・施肥・防除等 N=545 本 

 
【財源】 
 一般財源 
 

 

戻る
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   産業振興課 

事 業 名  観光まちづくり事業 

説   明  アドベンチャーレース運営委託料 

予算計上額 ６，０００千円 

概 要 

 
【事業目的】 

「アウトドアシティ嘉麻」の実現に資するため、欧州の「ア

ウトドアの首都」であり本市と連携協力関係にあるデンマー

ク王国シルケボー市で毎年開催されているアウトドアのシン

ボルイベント「ノルディスクアドベンチャーチャレンジ」を

本市においても開催し、本市のアウトドアのシンボルイベン

トとして魅力発信、地域の活性化、知名度向上、観光振興の

推進を図るもの。 
 

【業務内容】 
嘉麻市農泊施設「カホアルペ」スタート・ゴールとして、

トレイルラン、シャワークライミング、マウンテンバイク、

カヤックなどのアクティビティを取り入れたレースを実施。 
 ・開催期間 ２日間（前夜祭含む） 
・参加規模 １２０人程度を想定 

 
【事業実績】 
 令和６年度 
  ・開催期間  ２日間（前夜祭含む） 

・内容    チャレンジコース（一般成人向け） 
       ビギナーコース（初心者向け） 

  ・参加者数  全３人チーム４３組 １２９名 
 
 
 

 

戻る
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   産業振興課 

事 業 名  関係人口創出・拡大事業 

説   明  移住・定住支援業務委託料 

予算計上額 ５，０００千円 

概 要 

 
【事業目的】 
 空き家問題など地域課題の解消及び移住促進を目的とし、

滞在者や関係人口の創出、地域の受け入れ体制の整備を通じ

て、本市の持つ、自然や農産物、歴史・文化を中心としたふ

るさとを感じる農村の魅力を最大限発信し、持続可能な地域

活性化を行うもの。 
 
【業務内容】 
 ○移住定住支援業務等 
  ・移住定住に関する情報提供 
  ・子育て関係、移住者との交流機会の提供 

・空き家の有効活用 等 
  ※関係各課における行政課題の解決に関するもの 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

戻る
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   産業振興課 

事 業 名  関係人口創出・拡大事業 

説   明  地域おこし推進業務委託料 

予算計上額 ３，２００千円 

概 要 

 
【事業目的】 
 地域おこし協力隊を活用・育成するもの。令和６年３月か

ら第３期隊員の活用。 
 
【業務内容】 
 ・空き家等の情報収集に関する業務 
 ・移住者等交流ネットワークづくり事前調査に関する業務 
 ・その他、地域活性化に資する活動に関する業務 等 
 
【委託先】 
 ・地域おこし協力隊（１名分） 
  ※個人事業主として市から地域おこし協力隊へ委託 
 
 
【参考資料】 
 ・総務省ホームページ「地域おこし協力隊ハンドブック」 

（令和 6 年度作成） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

戻る
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   産業振興課 

事 業 名  関係人口創出・拡大事業 

説   明  空き家改修補助金 

予算計上額 １，０００千円 

概 要 

 
【補助目的】 
  本市への移住定住を促進し、空き家の利活用により快適な

住環境を整備し、地域経済の活性化を図るため、空き家の改

修を行う者に対し、補助金を交付するもの。 
 
【補助内容】 
 ・空き家バンク登録済物件を対象 
 ・補助対象者は、物件所有者および物件利活用者 
 ・補助率は２分の１ 
 ・補助上限額は５００千円 
 ・対象となる工事は、建築物の維持および機能向上のため 

に行う当該建築物および付帯設備の改修工事または改築

工事 
 
【過去の実績】 
令和５年度      予 算 額 １，０００千円 

申請件数 ０件  
交付件数 ０件 
交 付 額 ０円 

令和６年度（見込）  予 算 額 １，０００千円 
申請件数 ２件  
交付件数 ２件 
交 付 額 １，０００千円 
 

 

 

戻る



112 

予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   産業振興課 

事 業 名  関係人口創出・拡大事業 

説   明  地域おこし協力隊活動補助金 

予算計上額 ２，０００千円 

概 要 

 
【事業目的】 
 地域おこし協力隊の活動に係る経費を支援するもの。 

 
【支援内容】 

自動車借上料、活動旅費、作業道具等の消耗品費、関係者間

の調整などに要する事務的な経費、研修等の経費など 
 
【支出先】 
 ・地域おこし協力隊（１名分） 
 
 
【参考資料】 
 ・総務省ホームページ「地域おこし協力隊ハンドブック」 

（令和 6 年度作成） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

戻る



113 

予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   産業振興課 

事 業 名  関係人口創出・拡大事業 

説   明  地域おこし協力隊起業支援補助金 

予算計上額 １，０００千円 

概 要 

 
【事業目的】 
 地域おこし協力隊が地域に定住するために起業等する際、

必要となる経費を支援するもの。 
 
【支援内容】 

起業・事業承継に関する、設備、備品、土地・建物賃借、法

人登記、知的財産登録、研究開発、マーケティング、技術指

導に関する経費など 
 
【支出先】 
 ・地域おこし協力隊（１名分） 
 
 
【参考資料】 
 ・総務省ホームページ「地域おこし協力隊ハンドブック」 

（令和 6 年度作成） 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

戻る
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   土木課 

事 業 名  土木総務費 

説   明 上黒田地区浸水対策工事 

予算計上額 ３０，０００千円 

概 要 

 
【施工目的】 

本市では、豪雨による災害がたびたび発生しているが、その

多くは山間部における土砂崩れ等である。しかしながら、旧稲

築町の漆生地区では、浸水を繰り返しており、床下・床上浸水

など家屋への被害が、他の地区と比べて多く発生している。 
  そのため、当地区の河川への排水路及び排水門を改修するこ

とにより、漆生（上黒田）地区における浸水被害を軽減するこ

とができる。 
 
【施工内容】 
排水ゲート(3,100×1,100) 1 門 

 
【財源】 
 旧合併特例事業債 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

戻る
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位置図（上黒田地区浸水対策工事） 
 

 
 
  

戻る
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予 算 名 等  令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   土木課 

事 業 名  道路橋りょう長寿命化事業 

説   明  橋梁点検業務委託料 

予算計上額 １５，０００千円 

概 要 

 
【事業目的】 

市道における管理橋梁について近接目視点検をおこなうこ

とにより現状の健全度を把握するものです。 
 
【事業内容】 
 橋梁点検 N=80 橋 

 
【財源】 
 道路メンテナンス事業費補助金 

 補助率（61.6%） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

戻る
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予 算 名 等  令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   土木課 

事 業 名  道路橋りょう長寿命化事業 

説   明  平橋補修設計業務委託料 

予算計上額 １０，１００千円 

概 要 

 
【事業目的】 
  橋梁長寿命化修繕計画により、補修対象である当該橋梁の

補修設計を行うものです。 
 
【事業内容】 
 対象橋梁：平橋 

 鋼橋 I桁橋 L=40.7ｍ W=7.8ｍ 

 補修設計 N=1.0 式 

 

【財源】 

 道路メンテナンス事業費補助金 補助率（61.6%） 

 旧合併特例事業債 

 
 
位置図（平橋補修設計業務委託） 

 
 

戻る
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予 算 名 等  令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   土木課 

事 業 名  道路橋りょう長寿命化事業 

説   明  田中橋補修設計業務委託料 

予算計上額 ８，３００千円 

概 要 

 
【事業目的】 

  橋梁長寿命化修繕計画により、補修対象である当該橋梁の

補修設計を行うものです。 

 

【事業内容】 

 対象橋梁：田中橋 

 単純 PC ポステン T桁橋 L=69.75ｍ W=6.5ｍ 

 補修設計 N=1.0 式 

 

【財源】 

 道路メンテナンス事業費補助金 補助率（61.6%） 

 旧合併特例事業債 
 

 
位置図（田中橋補修設計業務委託） 

 
 

戻る
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予 算 名 等  令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   土木課 

事 業 名  道路橋りょう長寿命化事業 

説   明  下の谷橋補修設計業務委託料 

予算計上額 ８，３００千円 

概 要 

 
【事業目的】 

  橋梁長寿命化修繕計画により、補修対象である当該橋梁の

補修設計を行うものです。 

 

【事業内容】 

 対象橋梁：下の谷橋 

 鋼橋 I桁橋 L=37.8ｍ W=11.0ｍ 

 補修設計 N=1.0 式 

 

【財源】 

 道路メンテナンス事業費補助金 補助率（61.6%） 

 旧合併特例事業債 

 
 
位置図（下の谷橋補修設計業務委託） 

 
 

戻る
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   土木課 

事 業 名  道路橋りょう長寿命化事業 

説   明  木城大橋補修工事 

予算計上額 ８５，０００千円 

概 要 

 
【施工目的】 

  橋梁長寿命化修繕計画により、補修対象である当該橋梁の

補修工事を行うものです。 

 

【施工内容】 

 対象橋梁：木城大橋 

 鋼橋 I桁橋 L=33.3m  W=11.8ｍ 

 橋面工、舗装工、防護柵工 N=1.0 式 

 

【財源】 

 道路メンテナンス事業費補助金 補助率（61.6%） 

 旧合併特例事業債 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

戻る
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位置図（木城大橋補修工事） 
 

 
 
 
  

R6 上部工塗装塗替 完了 
R7 橋面工、舗装工、防護柵工 

木城大橋補修工事 

戻る
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位置図（向屋敷橋架替工事） 

 
 

予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   土木課 

事 業 名  道路橋りょう長寿命化事業 

説   明  向屋敷橋架替工事 

予算計上額 ６，０００千円 

概 要 

 
【施工目的】 

  橋梁長寿命化修繕計画により、補修対象である当該橋梁の

補修工事を行うものです。 

 

【施工内容】 

 対象橋梁：向屋敷橋 

 ボックスカルバート L=5.3ｍ 

 

【財源】 

 道路メンテナンス事業費補助金 補助率（61.6%） 

 旧合併特例事業債 

 

戻る
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   土木課 

事 業 名  道路改良事業 

説   明  中ノ坪団地内側溝改修工事 

予算計上額 ８，０００千円 

概 要 

 
【施工目的】 

個別施設計画に基づいた計画的な補修、更新及び適切な維

持を行うことにより、道路側溝の長寿命化を図り、道路網の

安全性・信頼性を確保します。 
 

【施工内容】 

工事長 L=150ｍ 

 側溝設置工（FPU300～400） L＝150m 

  舗装工           A＝150m2 

 

【財源】 

旧合併特例事業債 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

戻る
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位置図（中ノ坪団地内側溝改修工事） 
 

 
 
  

中ノ坪団地内側溝改修工事 

戻る
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   土木課 

事 業 名  道路改良事業 

説   明  次郎五郎台団地内側溝改修工事 

予算計上額 ８，０００千円 

概 要 

 
【施工目的】 

個別施設計画に基づいた計画的な補修、更新及び適切な維

持を行うことにより、道路側溝の長寿命化を図り、道路網の

安全性・信頼性を確保します。 
 

【施工内容】 

工事長              L=180ｍ 

 側溝設置工（FPU300） L＝180ｍ 

  舗装工        A＝100m2 

 

【財源】 

旧合併特例事業債 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

戻る
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位置図（次郎五郎台団地内側溝改修工事） 
 

 
 
  

次郎五郎台団地内側溝改修工事 

戻る
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   土木課 

事 業 名  道路改良事業 

説   明  ひまわり団地内側溝改修工事 

予算計上額 ８，０００千円 

概 要 

 
【施工目的】 

個別施設計画に基づいた計画的な補修、更新及び適切な維

持を行うことにより、道路側溝の長寿命化を図り、道路網の

安全性・信頼性を確保します。 
 

【施工内容】 
工事長              L＝200ｍ 

 側溝設置工（FPU300） L＝200ｍ 

  舗装工        A＝100ｍ2 

 

【財源】 
旧合併特例事業債 

 
 
位置図（ひまわり団地内側溝改修工事） 

 

ひまわり団地内側溝改修工事 

戻る
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予 算 名 等  令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名  土木課 

事 業 名  道路改良事業 

説   明  上山田・下山田線道路整備工事 

予算計上額 ８，０００千円 

概 要 

 

【施工目的】 

嘉麻市が管理する認定路線について、適正な管理を実施する

ため街路灯及び道路照明灯の個別施設計画を策定した。 この

計画に基づいて計画的な補修及び適切な維持を行うものであ

る。  

個別施設計画に基づいた計画的な補修、更新及び適切な維持

を行うことにより、街路灯及び道路照明灯の長寿命化を図り、

道路網の安全性・信頼性を確保することができる。 

 

【施工内容】 

工事長 L=150ｍ W=6.7ｍ（平均） 

舗装工 A=900 ㎡ 

 

【財源】 

旧合併特例事業債 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

戻る
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位置図（上山田・下山田線道路整備工事） 
 

 
 
  

戻る
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   土木課 

事 業 名  道路改良事業 

説   明  街路灯更新工事 

予算計上額 １０，０００千円 

概 要 

 
【施工目的】 
嘉麻市が管理する認定路線について、適正な管理を実施する

ため街路灯及び道路照明灯の個別施設計画を策定しています。

この計画に基づいて計画的な補修及び適切な 
維持を行うものです。 
 
【施工内容】 

補修・更新 N=5 箇所 

 
【財源】 

旧合併特例事業債 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

戻る
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位置図（街路灯更新工事） 
 

 
 
  

戻る
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   土木課 

事 業 名  道路改良事業 

説   明 才田・庄内線道路整備工事 

予算計上額 １２，０００千円 

概 要 

 
【施工目的】 

嘉麻市が管理する認定路線について、適正な管理を実施する

ため舗装の個別施設計画を策定した。この計画に基づいて計画

的な補修及び適切な維持を行うものである。 

 個別施設計画に基づいた計画的な補修、更新及び適切な維持

を行うことにより、道路舗装の長寿命化を図り、道路網の安全

性・信頼性を確保することができる。 

 

【施工内容】 

工事長 L=150ｍ  W=6.6ｍ（平均）  

舗装工 A=1,000ｍ2 

 

【財源】 

旧合併特例事業債 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

戻る
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位置図（才田・庄内線道路整備工事） 
 

 
 
  

才田・庄内線道路整備工事 

戻る
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   土木課 

事 業 名  道路改良事業 

説   明 山野・鴨生線道路舗装工事 

予算計上額 
ＣＢＲ試験料    １，０００千円 

舗装工事費    １１，０００千円 

概 要 

 
【施工目的】 
嘉麻市が管理する認定路線について、適正な管理を実施する

ため舗装の個別施設計画を策定した。この計画に基づいて計画

的な補修及び適切な維持を行うものである。 

 個別施設計画に基づいた計画的な補修、更新及び適切な維持

を行うことにより、道路舗装の長寿命化を図り、道路網の安全

性・信頼性を確保することができる。 

 
【施工内容】 

工事長  L=150ｍ  W=6.6ｍ（平均） 

舗装工  A=1,000ｍ2 

 

【財源】 

旧合併特例事業債  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

戻る
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位置図（山野・鴨生線道路舗装工事） 
 

 
 
  

山野・鴨生線道路舗装工事 

戻る
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予 算 名 等  令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名  土木課 

事 業 名  道路改良事業 

説   明  浦田 1号線道路整備工事 

予算計上額 ５，０００千円 

概 要 

 

【施工目的】 

嘉麻市が管理する認定路線について、適正な管理を実施する

ため舗装の個別施設計画を策定した。この計画に基づいて計画

的な補修及び適切な維持を行うものである。 

 個別施設計画に基づいた計画的な補修、更新及び適切な維持

を行うことにより、道路舗装の長寿命化を図り、道路網の安全

性・信頼性を確保することができる。 

 

【施工内容】 

工事長 L=150ｍ  W=5.0ｍ（平均）  

舗装工 A=750ｍ2 

 

【財源】 

旧合併特例事業債 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

戻る
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位置図（浦田１号線道路整備工事） 
 

 
 
  

浦田 1 号線道路整備工事 

戻る
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予 算 名 等  令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名  土木課 

事 業 名  道路改良事業 

説   明  迎原・内山田線道路舗装工事 

予算計上額 ３，０００千円 

概 要 

 

【施工目的】 

嘉麻市が管理する認定路線について、適正な管理を実施する

ため舗装の個別施設計画を策定した。この計画に基づいて計画

的な補修及び適切な維持を行うものである。 

 個別施設計画に基づいた計画的な補修、更新及び適切な維持

を行うことにより、道路舗装の長寿命化を図り、道路網の安全

性・信頼性を確保することができる。 

 

【施工内容】 

工事長 L=250ｍ  W=3.0ｍ（平均）  

舗装工 A=750 ㎡ 

 

【財源】 

旧合併特例事業債 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

戻る
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位置図（迎原・内山田線道路舗装工事） 
 

 
 
  

迎原・内山田線道路舗装工事 

戻る
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予 算 名 等  令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名  土木課 

事 業 名  道路改良事業 

説   明  吉隈バス停・新道公民館 1号線道路舗装工事 

予算計上額 ３，０００千円 

概 要 

 

【施工目的】 

嘉麻市が管理する認定路線について、適正な管理を実施する

ため舗装の個別施設計画を策定した。この計画に基づいて計画

的な補修及び適切な維持を行うものである。 

 個別施設計画に基づいた計画的な補修、更新及び適切な維持

を行うことにより、道路舗装の長寿命化を図り、道路網の安全

性・信頼性を確保することができる。 

 

【施工内容】 

工事長 L=50ｍ  W=4.8ｍ（平均）  

舗装工 A=240ｍ2 

 

【財源】 

旧合併特例事業債 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

戻る
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位置図（吉隈バス停・新道公民館 1号線道路舗装工事） 
 

 
 
  

吉隈バス停・新道公民館 1 号線道路舗装工事 

戻る
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   土木課 

事 業 名  道路改良事業 

説   明 貞月・サワラテ線道路側溝整備工事 

予算計上額 ４，０００千円 

概 要 

 
【施工目的】 

個別施設計画に基づいた計画的な補修、更新及び適切な維

持を行うことにより、道路側溝の長寿命化を図り、道路網の

安全性・信頼性を確保します。 
 
【施工内容】 

工事長               L=60ｍ  

側溝工（300×300）   L=60ｍ 

舗装工               A=60ｍ2 

 

【財源】 

旧合併特例事業債 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

戻る
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位置図（貞月・サワラテ線道路側溝整備工事） 
 

 
 
 
 
  

貞月・サワラテ線道路側溝整備工事 

戻る
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予 算 名 等  令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   土木課 

事 業 名  道路改良事業 

説   明 牛隈小学校線整備工事 

予算計上額 ３，０００千円 

概 要 

 
【施工目的】 
市道牛隈小学校線は、嘉麻市における地域住民の重要な生活

道路であり、その上、付近に小学校があり通学路としても利用

されている。しかしながら、当該市道は、歩道が無い区間があ

り、また横断歩道等の安全施設も整備されていなく歩行者は危

険な状況にさらされていることから、歩行者の安全を確保した

い。 
本事業の実施により、歩道がなく危険にさらされている区間

の歩道等を整備することで、事故防止と歩行者の安全を確保す

ることができる。 
 
【施工内容】 

道路照明               １基  

歩道待避所         １式 

 

【財源】 

旧合併特例事業債 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

戻る
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位置図（牛隈小学校線整備工事） 
 

 
 
  

牛隈小学校線整備工事 

戻る
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   土木課 

事 業 名  道路改良事業 

説   明 馬見・中益線整備工事 

予算計上額 ２，５００千円 

概 要 

 
【施工目的】 

市道馬見・中益線は、嘉麻市における地域住民の重要な生活

道路であり、その上、付近に小学校があり通学路としても利用

されている。しかしながら、当該市道は、歩道が無い区間があ

り、また横断歩道等の安全施設も整備されていなく歩行者は危

険な状況にさらされていることから、歩行者の安全を確保した

い。 
本事業の実施により、歩道がなく危険にさらされている区間

の歩道等を整備することで、事故防止と歩行者の安全を確保す

ることができる。 
 
【施工内容】 

道路照明               １基  

歩道待避所         １式 

 

【財源】 

旧合併特例事業債 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

戻る
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位置図（馬見・中益線整備工事） 
 

 
 
  

馬見・中益線整備工事 

戻る
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   土木課 

事 業 名  道路改良事業 

説   明 新山野・吉成線整備工事 

予算計上額 ２，５００千円 

概 要 

 
【施工目的】 

市道新山野・吉成線は、嘉麻市における地域住民の重要な生

活道路であり、その上、付近に小学校があり通学路としても利

用されている。しかしながら、当該市道は、歩道が無い区間が

あり、また横断歩道等の安全施設も整備されていなく歩行者は

危険な状況にさらされていることから、歩行者の安全を確保し

たい。 
本事業の実施により、歩道がなく危険にさらされている区間

の歩道等を整備することで、事故防止と歩行者の安全を確保す

ることができる。 
 
【施工内容】 

道路照明               １基  

歩道待避所         １式 

 

【財源】 

旧合併特例事業債 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

戻る
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位置図（新山野・吉成線整備工事） 
 

 
 
  

新山野・吉成線整備工事 

戻る
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   土木課 

事 業 名  道路改良事業 

説   明  具嶋・赤松尾線道路舗装工事 

予算計上額 ２１，０００千円 

概 要 

 
【施工目的】 
本路線は国道３２２号線から旧県道宮小路中益線まで結ぶ

幹線市道であり、中央公民館、小中学校などの公共施設等が存

在しています。周辺施設ではイベント等の開催及び観光施設へ

の利用者が多く、また、国道３２２号のバイパス化により交通

量が増加傾向にあるが、未整備区間があり、危険であるため、

道路改良を行うものです。 
本事業の実施により車両及び通行者の安全が確保されると

ともに、周辺施設へのアクセスが容易となり、市民の相互交流、

連携、地域の活性化につながります。 
  
【施工内容】 

工事長        L=400ｍ W=7.5ｍ（平均） 

舗装工（車道）    A=3,000ｍ2 

 

【財源】 

旧合併特例事業債  

 
 
 
 
 
 
 

 

戻る
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位置図（具嶋・赤松尾線道路舗装工事） 
 

 
 
  

戻る
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   土木課 

事 業 名  都市公園費 

説   明  都市公園施設改修工事 

予算計上額 １９，１６７千円 

概 要 

 
【施工目的】 
本工事は、嘉麻市公園施設整備事業計画に基づき、公園施設

を安全に安心して利用できるように、老朽化した遊具、外灯を

更新し、公園のレクレーション機能の充実を図るものです。 
 
【施工箇所】 
嘉麻市岩崎   稲築公園（拡張部） 

 嘉麻市鴨生   稲築鴨生公園 
 
【施工内容】 
複合遊具設置  １式 

 外灯設置    ４基 
 
【財源】 
過疎対策事業債 

 

戻る
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遊具、外灯設置工事 位置図 
 

 
 
  

稲築鴨生公園 

戻る
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   住宅課 

事 業 名  市営住宅維持・修繕実施事業 

説   明  維持補修工事 

予算計上額 ３３，７９１千円 

概 要 

 
【施工目的】 
 市営住宅の維持及び予防保全的な管理を図るため、各工事を

行うものです。 
 
【施工内容】 
・市営住宅空家改修工事 
・山田さくらが丘団地２００・３００棟屋上トップコート 
 塗替工事 
・山田大橋団地５００棟、山田さくらが丘団地１００棟屋上 
トップコート塗替工事 

・稲築サンライズ鴨生遠隔式水道メーター取替工事 
・山田新大橋団地遠隔式水道メーター取替工事 
・山田東ヶ丘団地遠隔式水道メーター取替工事 

 

戻る
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維持補修工事 位置図 
 

 
 
  

 山田さくらが丘団地 

 

 

 

 山田東ヶ丘団地 

山田新大橋団地 

稲築サンライズ鴨生 

山田大橋団地 

戻る
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   防災対策課 

事 業 名  建築物耐震化促進事業 

説   明  木造戸建て住宅耐震改修補助金 

予算計上額 ２，４００千円 

概 要 

 
【補助の目的】 
地震による建築物倒壊などの被害から市民の生命、身体及び

財産を保護するために、既存建築物の耐震化が促進されること

を目的として、既存建築物の耐震改修工事及び建替え等に伴う

除却工事に要する経費の一部を補助するものです。 
 
【補助対象】 
 市内に存する木造戸建て住宅であって、次に掲げる要件のい

ずれにも該当するもの。 
① 昭和５６年５月３１日以前に建築又は工事着手したもの。 
② 過去に当該補助金の交付を受けて改修された住宅でないこ

と。 
③ 工事等により建築基準法及び関係法令の規定に違反しない

もの。 
④ 耐震改修工事の場合にあっては居住者又は居住する予定の

者がいること、及び除却工事にあっては建替え等を行う居

住者がいること。 
 
【補助金額】 
○耐震改修工事 
 要する費用の５０％以内の額（６０万円上限） 
 
○除却工事 
 要する費用の４６％以内の額（６０万円上限） 
 
 
【過去の実績】 
 令和元年度 １件（補助額４３４千円） 
 令和５年度 ２件（補助額６００千円×２件） 
 
 
 
 

戻る
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【財源】（補助額のうち） 
○耐震改修工事 
 社会資本整備総合交付金：国５０％ 
 木造戸建て住宅耐震改修促進事業費補助金：県２５％ 
 
○除却工事 
 木造戸建て住宅耐震改修促進事業費補助金：県５０％ 
 
 

 
 
  

戻る
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   防災対策課 

事 業 名  空家等対策事業 

説   明  特定空家等解体撤去補助金 

予算計上額 ８，０００千円 

概 要 

 
【補助の目的】 
老朽化した危険な空家等の解体撤去を行う者に対し、解体費

用の一部を補助するものです。 
 
【補助対象・金額】 
１．対象建築物 
  次の①から⑤までの要件をすべて満たす建築物が対象 
 ①市が定める不良度評定基準の要件を満たすもの。 
 ②建築物に所有権以外の権利が設定されていないこと。ただ

し、権利を有する者からの承諾を得たものを除く。 
 ③国、地方公共団体及び独立行政法人等が所有権を有してい

ない建築物であること。 
 ④公共事業等による移転、建替え等の補償の対象となってい

ないこと。 
 ⑤当該空家が倒壊し、又はその建築材等が落下し、若しくは

飛散することにより、人の生命、身体又は財産に被害を及

ぼすおそれのある状態にあるもの。 
 
２．補助対象者 
  市内に現存する空家等の所有者等であって、次の①から 

③の要件をすべて満たす者。ただし、所有者等又は所有者

等の属する世帯の世帯員が嘉麻市暴力団等追放推進条例第

2 条第 2 号から第 5 号までに規定する団体又は者に該当す

ると認められるときは除く。 
 ①市内に本店、営業所又は事務所その他これに類する施設を

有し、対象建築物の解体撤去を行う資格を有する者に解体

撤去を依頼すること。 
 ②補助金の交付申請時に申請者及び申請者と同一世帯に属

する者であって、市税及び公共料金等に滞納がないこと。 
 ③同一敷地及び同一の世帯において、この補助金の交付を受

けていないこと。 
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３．補助対象経費 
 ①対象建築物の解体撤去を行う資格を有する者に請け負わ

せ解体撤去する経費 
 ②補助対象経費の算定については、塀又は樹木など、建物に

附属する物の撤去は補助対象経費としない。 
 

４．補助金の額 
  補助金の額は、対象経費の２分の１以内とし、５０万円を 
限度とする。 

 
【過去の実績】 

年 度 件 数 補助金額 
Ｒ２ １６件 ５，６４９，０００円 
Ｒ３ １６件 ６，１７４，０００円 
Ｒ４ ２０件 ７，３８９，０００円 
Ｒ５ １６件 ７，６２７，０００円 
Ｒ６ １０件 ３，４１５，０００円 

※Ｒ６年度 4 月 1 日〜1月 31 日 

 
【財源】 
 社会資本整備総合交付金 
  空き家再生等推進事業 ５０％ 
  既存建築物除却事業  ４５％ 
 
 

 
 
 
  

戻る
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   住宅課 

事 業 名  市営住宅改善実施事業 

説   明  市営住宅浄化槽取替事業 

予算計上額 ６３，４７９千円 

概 要 

 
【施工目的】 
 老朽化した単独処理浄化槽を合併処理浄化槽に取り替える

ことにより、当該住宅及び周辺地域の住環境改善・向上を図る

ものです。 
 
【施工箇所・施工内容】 
・山田あさひが丘団地１００棟・２００棟浄化槽取替工事 
設計業務委託 

・山田大橋団地１００棟・２００棟・３００棟浄化槽取替工事

監理業務委託 
・山田大橋団地１００棟・２００棟・３００棟浄化槽取替工事 
 （単独処理浄化槽を合併処理浄化槽に改修） 
 
【財源】 
 社会資本整備総合交付金：国４５％ 
 公営住宅建設事業債 
 

 

戻る
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市営住宅浄化槽取替事業 位置図（山田あさひが丘団地、山田大橋団地） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 山田大橋団地 

 山田あさひが丘団地 

戻る
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   住宅課 

事 業 名  市営住宅改善実施事業 

説   明  市営住宅屋上・外壁等改修事業 

予算計上額 ４３，６５９千円 

概 要 

 
【施工目的】 
 市営住宅長寿命化計画により、屋上・外壁の耐久性の向上及

び安全性の確保のため、改修工事を行うものです。 
 
【施工箇所・施工内容】 
・山田さくらが丘団地１８００棟、１９００棟屋上・外壁等 
改修工事調査設計業務委託 

・山田さくらが丘団地１６００棟、１７００棟屋上・外壁等 
改修工事監理業務委託 

・山田さくらが丘団地１６００棟、１７００棟屋上・外壁等 
改修工事 

 （屋上塗膜防水、外壁等のひび割れ・露筋等補修） 
 
【財源】 
 社会資本整備総合交付金：国４５％ 
 公営住宅建設事業債 
 

 

戻る
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市営住宅屋上・外壁等改修事業 位置図（山田さくらが丘団地） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
山田さくらが丘団地 配置図 
 

 

山田さくらが丘団地 

戻る
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予 算 名 等  令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   住宅課 

事 業 名  市営住宅改善実施事業 

説   明  市営住宅除却事業 

予算計上額 ２０，０５２千円 

概 要 

 
【施工目的】 
 市営住宅長寿命化計画により、老朽化した空家住宅の解体工

事を行うものです。 
 
【施工箇所・施工内容】 
・山田本町団地除却工事設計業務委託（２棟４０戸） 
・山田地区市営住宅除却工事 
  山田にじが丘団地（３棟１４戸） 
 
【財源】 
社会資本整備総合交付金：国４５％ 

 

 

戻る
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市営住宅除却事業 位置図（山田本町団地、山田にじが丘団地） 
 
 
 
 
 
  

 

 

山田本町団地 

山田にじが丘団地 
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   住宅課 

事 業 名  定住促進事業 

説   明  転入者等住まい応援交付金 

予算計上額 ８５，０００千円 

概 要 

 
【交付金の目的】 
 子育て世代の転入と本市への定住促進を図るため、転入者等

で市内に住宅を新築又は購入した子育て世帯に対し、交付金で

の支援を行うものです。 
 
【交付金の対象】 
・交付申請時に夫婦の年齢の合計が８０歳以下又は中学生以下

の子を扶養している方で、次のいずれかに該当する方 
① 市外から転入し、定住目的に住宅を新築又は購入された方 
② 市内貸家居住者で、本市の市有地を購入し、当該購入地に定

住目的で住宅を新築した方 
・取得した住宅に５年以上定住する意思を有する方 
・取得した住宅の所有権割合が１/２以上を有する方 
・市税、住宅使用料等の滞納がない方 
・暴力団員でないこと 等 
 
【交付金額】 
・住宅を新築若しくは新築住宅購入 ２００万円  
・中古住宅を購入 １００万円 
次の条件の場合、上記の額に支給額を加算 
・中学生以下の子を扶養している場合 

２人目まで１人につき １０万円 
３人目以降１人につき ２０万円 

・市内業者により施工又は販売された場合 ５０万円 
※交付限度額  
新築住宅３００万円 中古住宅２００万円 
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【過去の実績】 
交付金の実績 

年度 全体 うち市外転入 
申請世帯数 世帯人数 申請世帯数 世帯人数 

H27 年度 21 世帯 82 人 11 世帯 34 人 

H28 年度 19 世帯 65 人 17 世帯 56 人 

H29 年度 26 世帯 92 人 24 世帯 85 人 

H30 年度 60 世帯 220 人 58 世帯 210 人 

H31 年度 52 世帯 174 人 51 世帯 170 人 

R 2 年度 44 世帯 143 人 41 世帯 132 人 

R3 年度 46 世帯 153 人 45 世帯 149 人 

R4 年度 39 世帯 134 人 37 世帯 126 人 

R5 年度 42 世帯 142 人 42 世帯 142 人 

R6 年度 
（R7.1.31 現在

既申請分） 
37 世帯 120 人 37 世帯 120 人 

合 計 386 世帯 1,325 人 363 世帯 1,224 人 

 
 
【財源】 
 ・地域振興基金 
 ・社会資本整備総合交付金 
 
 

 
  

戻る
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   防災対策課 

事 業 名  消防施設管理等事業 

説   明  格納庫改修事業 

予算計上額 １６，７７４千円 

概 要 

 
【施工目的】 
馬見分隊及び千手分隊の格納庫の改修を行うものです。 

 
【施工内容】 
設計監理及び改修工事 

 
【財源】 
緊急防災・減災事業債 

 

 

戻る
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【位置図】 
 

 
 
 

千手分隊格納庫 

馬見分隊格納庫 
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   防災対策課 

事 業 名  消防施設管理等事業 

説   明  耐震性貯水槽設置工事 

予算計上額 １５，９８６千円 

概 要 

 
【施工目的】 
消防水利を充足するため設置するものです。 

 
【施工内容】 
耐震性貯水槽４０㎥型 ２基 

 
【財源】 
消防防災施設等整備費補助金：国５０％ 
過疎対策事業債 

 

 

戻る
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【位置図】 
 

 
 
 

秋広 上才田 

戻る
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   防災対策課 

事 業 名  消防施設管理等事業 

説   明  小型動力ポンプ 

予算計上額 ４，０８９千円 

概 要 

 
【購入目的】 
消防設備等を計画的に整備するもので、耐用年数が経過した

小型動力ポンプを更新し、消防技術の維持・向上を図ることを

目的とするものです。 
 
【施工内容】 
小型動力ポンプ １台（馬見分隊） 

 
【財源】 
緊急防災・減災事業債 
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   防災対策課 

事 業 名  消防施設管理等事業 

説   明  消火栓設置負担金 

予算計上額 ６，０００千円 

概 要 

 
【目的】 
水道管の布設替え及び老朽化に伴い消火栓を更新するもの

です。 
 
【設置個所】 

 山野・鴨生線 
 飯田・漆生線 
 大隈町 
 飯田 

 
【財源】 
過疎対策事業債 
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【位置図】 
 

 
  

山野・鴨生線 

飯田・漆生線 

飯田 

大隈町 
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予 算 名 等  令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   農林振興課 

事 業 名  緊急自然災害防止対策事業 

説   明 農業用施設測量設計委託料 

予算計上額 ８，５００千円 

概 要 

 

【委託目的】 
老朽化し機能不全を起こしている農業用施設を改修し、周辺

地域への自然災害による被害の防止を目的とする。 
 

【委託箇所・内容】 
 １．上ノ原水路 
   委託箇所：小野谷 
   委託内容：暗渠水路改修 Ｌ＝１２ｍ 

 
２．口春用排水施設 

   委託箇所：口春 
   委託内容：用排水施設改修（ゲート設置） Ｎ＝２門 
  
 
【財源】 
緊急自然災害防止対策債 
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【位置図】 

 
 
  

戻る
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   農林振興課 

事 業 名  緊急自然災害防止対策事業 

説   明 農業用施設災害防止対策工事 

予算計上額 ７５，０００千円 

概 要 

 

【施工目的】 
老朽化し機能不全を起こしている農業用施設を改修し、周辺

地域への自然災害による被害の防止を目的とする。 
 
【施工箇所・内容】 
 １．栗野水路 
   施工箇所：泉河内 
   施工内容：暗渠水路改修 Ｌ＝２５ｍ 

 
２．中谷水路 

   施工箇所：馬見 
   施工内容：暗渠水路改修 Ｌ＝２５ｍ 
  
３．中野農道 

   施工箇所：桑野 
   施工内容：農道改修 Ｌ＝２０ｍ 
 
【財源】 
 農村環境整備事業費補助金：県補助金（５０％） 
 １．栗野水路 

２．中谷水路 
緊急自然災害防止対策債 

 １．栗野水路 

２．中谷水路 
３．中野農道 
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【位置図】 

 
  

戻る
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予 算 名 等  令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名  土木課 

事 業 名  緊急自然災害防止対策事業 

説   明  河川災害防止対策事業 

予算計上額 
設計委託料  １６，０００千円 
対策工事費 ２３５，０００千円 

概 要 

 

【施工目的】 
河川整備を行うことで、河川護岸の安定及び河川の排出能力

の向上により、災害等による被害防止対策を図るものです。 

 

【施工内容】 

【河川測量設計業務委託料】 
 ・大隈地区河川測量設計業務委託 

測量、河川護岸詳細設計 委託長 L=100ｍ 

 
【河川災害防止対策工事】 

・汐井川河川災害防止対策工事 

工事長 L=100m Ｌ型水路(H1.0～1.5ｍ) L=100ｍ 

・小野谷河川災害防止対策工事 

工事長 L=100m ブロック積 A=400 ㎡ 

・蛇渕川河川災害防止対策工事 

工事長 L=100m ブロック積 A=400 ㎡ 

・サワラテ川河川災害防止対策工事 

工事長 L=20ｍ 函渠工(1.5ｍ×1.2ｍ) L=20ｍ 

H 型土留工 22 本 L=7.0ｍ 

 

【財源】 

緊急自然災害防止対策事業債 
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位置図（大隈地区河川測量設計業務委託） 
 

 
 
  

大隈地区河川測量設計業務委託 
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位置図（汐井川河川災害防止対策工事） 
 

 
 
  

汐井川河川災害防止対策工事 

戻る
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位置図（小野谷川河川災害防止対策工事） 
 

 
 
  

小野谷川河川災害防止対策工事(1 工区) 
 

小野谷川河川災害防止対策工事(2 工区) 
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位置図（蛇渕川河川災害防止対策工事） 
 

 
 
  

蛇渕川河川災害防止対策工事 

戻る
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位置図（サワラテ川河川災害防止対策工事） 
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   防災対策課 

事 業 名  災害対策事業 

説   明  自主防災組織設立等補助金 

予算計上額 ２，０００千円 

概 要 

 
【補助の目的】 
災害時における地区防災の必要性から、自主防災組織の設立

及び活動推進を図るため補助するものです。 
 
【補助内容】 
○自主防災組織設立補助 
 自主防災組織設立時防災資機材購入費用 
○自主防災組織活動補助 
 防災訓練、研修及び講習会費用 
 １０万円上限・１年１回限り 

 
【補助実績】  
 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 

設立団体数 ３ ０ １ ７ 

設立補助金 ８５６千円 ０千円 ２９９千円 1,493 千円 

活動補助金 ０千円 ２１千円 ２１千円 ２６２千円 

  
※Ｒ６は３団体設立 

 
【既設立団体・地区】 
○２３団体３９行政区（全１１２行政区） 
（山田４団体、稲築３団体、嘉穂１２団体、碓井４団体） 
 
【組織率】 
○３４．８２％ 
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予 算 名 等  令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   学校教育課 

事 業 名  学力向上強化プロジェクト事業 

説   明  全体 

予算計上額 ２５，９９９千円 

概 要 

 
【事業目的】 
 地域の人材や学生ボランティア等を活用して、教育課程外の

学力向上事業を実施することにより、児童生徒の基礎的な学力

の向上を図る。 
 
【事業内容】 
・嘉麻市土曜未来塾を実施し、基礎的な学力の向上とともに家

庭学習の習慣化を図る。 
・中学校及び義務教育学校（後期課程）において、希望者を対

象とした放課後の課外授業として外部講師をオンラインで招

聘した「嘉麻市オンライン英語授業」を実施し、中学校外国語

科（英語）の学力向上を図る。 
 
【事業実績】 
・嘉麻市土曜未来塾では出席率が７５％を超えている児童生徒

のうち、７０％以上の児童生徒に各種の学力調査に伸びが見ら

れた。 
・土曜未来塾参加児童生徒のアンケート結果において、「土曜日

に確実に勉強することができる。」といった声や保護者からは

「自ら勉強して頑張ろうとする姿勢が見える。」という回答が

増え、家庭での学習習慣の定着が図られている。 
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   学校教育課 

事 業 名  小学校管理費・中学校管理費・義務教育学校管理費 

説   明  情報機器（タブレット）端末更新事業 

予算計上額 

（小 学 校） ６６，３５７千円 
（中 学 校） ３７，８７１千円 
（義務教育学校）１５７，５９９千円 
合    計 ２６１，８２７千円 

概 要 

 
【事業目的】 
国策であるGIGAスクール構想の第２期における全ての子供

たちの可能性を引き出す個別最適な学びと協働的な学びを実

現するため、令和２年度に整備した１人１台端末の更新整備を

進める。 
  
【事業内容】 
 端末の購入、ソフトウェア５年間（授業支援システム、フィ

ルタリング）のライセンス購入及び新規購入端末の設定業務委

託。 
 
○備品購入費 

  ・情報機器端末 １４３，４４０千円 
   ［児童生徒数＋予備機１０％］×５５千円 

（小  学  校）３６，３００千円 
（中  学  校）２０，６８０千円 
（義務教育学校）８６，４６０千円 

 
 ○使用料及び賃借料 ９２，５６７千円 
  ・授業支援システム（５年間） 
   ［児童生徒数＋教員］×２６，４００円 
  ・フィルタリング（５年間） 
   ［児童生徒数＋教員］×９９千円 

（小  学  校）２３，５２３千円 
（中  学  校）１３，４６８千円 
（義務教育学校）５５，５７６千円 
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 ○委託料 
  ・情報機器端末設定業務委託料 ２５，８２０千円 
   ［児童生徒数＋予備機１０％］×９９千円 

（小  学  校） ６，５３４千円 
（中  学  校） ３，７２３千円 
（義務教育学校）１５，５６３千円 

 
【財源】 
 公立学校情報機器整備事業費補助金（県） 
  ９５，６２６千円 
 ［全児童生徒数＋予備機１０％］×５５千円×２/３ 

（小  学  校）２４，２００千円 
（中  学  校）１３，７８６千円 
（義務教育学校）５７，６４０千円 
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   学校教育課 

事 業 名  小学校管理費・中学校管理費・義務教育学校管理費 

説   明  ＡＩドリル使用料  

予算計上額 

（小 学 校）  ６６６千円 
（中 学 校）  ５８３千円 
（義務教育学校）１，７９９千円 
合    計 ３，０４８千円 

概 要 

 
【事業目的】 
 ＡＩデジタルドリルを活用した「個別最適な学び」の推進を

図る。児童が、配付されている１人１台タブレット端末を用い

て、自分の学習進捗状況に応じて出題されてくる問題を解くこ

とにより、知識・技能を効率的に習得し、学力を向上させるこ

とができる。 
 
【事業内容】 
 学年に合わせ、教科数を設定し、ＡＩドリルの活用 
 使用料及び賃借料 
・ＡＩドリル使用料 ３，０４８千円 
 １教科単価５５０円（２学期～４５０円） 
（小学校）    ６６６千円 
２年生（１教科：２学期～） 
３・４年生（２教科） 
５・６年生（３教科） 

（中学校）    ５８３千円 
１～３年生（３教科） 

（義務教育学校） １，７９９千円 
２年生（１教科：２学期～） 
３・４年生（２教科） 
５・６年生（３教科） 
７～９年生（３教科） 
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   学校教育課 

事 業 名  小学校管理費・中学校管理費・義務教育学校管理費 

説   明  保護者連絡システム利用料  

予算計上額 

（小 学 校）１３２千円 
（中 学 校） ５３千円 
（義務教育学校）１５９千円 
合    計 ３４４千円 

概 要 

 
【事業目的】 

令和６年度に学校からの連絡配信、保護者からの欠席連絡を

オンラインで一元管理できる「保護者連絡システム」を試験導

入。令和７年度から本稼働予定。 
「保護者連絡システム」と「校務支援システム」を連携させ

ることにより、特に「保護者連絡システム」内で通知される保

護者からの欠席連絡を「校務支援システム」の画面上で確認し、

手軽に「校務支援システム」にある出欠管理機能とデータ連携

することでき、校務の効率化による教員の働き方改革の促進が

見込める。 
 
【事業内容】 
「保護者連絡システム」と「校務支援システム」連携利用料 
使用料及び賃借料 

 ・保護者連絡システム利用料 
  月額２千円×校数×１２月 

（小  学  校） １３２千円 
（中  学  校）  ５３千円 
（義務教育学校） １５９千円 
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   学校教育課 

事 業 名  小学校管理費・中学校管理費・義務教育学校管理費 

説   明  校務支援システム利用料 

予算計上額 

（小 学 校）２，８６２千円 
（中 学 校）１，１４５千円 
（義務教育学校）３，４３５千円 
合    計 ７，４４２千円 

概 要 

 
【事業目的】 
 国が示す「教育のＩＣＴ化に向けた環境整備５か年計画」（令

和６年度末までに整備）に基づき導入した校務支援システムを

運用することで校務情報の適正管理が可能となり、校務の効率

化による働き方改革の促進が見込めるとともに、教職員が児童

生徒にかかわる時間を確保することができる。 
また、ＩＣＴを活用した教育活動による学習系データと校務

系データを連携させることで、データに基づく個に応じた教育

をさらに推進できる。 
 
【事業内容】 
市内小・中・義務教育学校の全教職員による校務パソコンで

の「校務支援システム」の利用料 
 使用料及び賃借料 
・校務支援システム利用料 

  月額４７，６９６円×校数×１２月 
（小  学  校）２，８６２千円 
（中  学  校）１，１４５千円 
（義務教育学校）３，４３５千円 

 

戻る
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   教育総務課 

事 業 名  中学校総務管理費 

説   明  嘉穂中学校グラウンド大規模改修事業 

予算計上額 １５０，４０７千円 

概 要 

 
【事業目的】 
 経年劣化している嘉穂中学校のグラウンドを改修し、教育 
環境の改善を図る。 
 併せて、施工監理を委託し同工事の適切な品質確保を図る。 
 
【事業内容】 
■嘉穂中学校グラウンド大規模改修工事（141,550 千円） 
・グラウンド排水対策（A＝12,000 ㎡） 
・バックネット更新（L＝8m、W＝16m） 
・テニスコートラインテープ張替（4 面） 等 
 

■嘉穂中学校グラウンド大規模改修工事施工監理業務委託 
（8,857 千円） 

 ・施工内容の確認 
 ・使用材料等の確認 
 ・工程会議     等 
 
【財源】 
 旧合併特例事業債 
 

 

戻る
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   教育総務課 

事 業 名  定時制高校管理費 

説   明  大隈城山校大規模改修事業 

予算計上額 ９４，５３６千円 

概 要 

 
【事業目的】 
 老朽化している大隈城山校の校舎を大規模改修し、教育環 
境の改善を図る。 
 併せて、施工監理を委託し同工事の適切な品質確保を図る。 
 
【事業内容】 
■大隈城山校大規模改修工事（90,354 千円） 
 ・外壁劣化補修 
 ・屋上防水改修 
 ・電気設備改修 
・空調設備改修 等 
 

■大隈城山校大規模改修工事施工監理業務委託（4,182 千円） 
・施工内容の確認 

 ・使用材料等の確認 
 ・工程会議     等 
 
【財源】 
 旧合併特例事業債 
 

 

戻る
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   生涯学習課 

事 業 名  地区公民館費（稲築） 

説   明  稲築地区公民館建替事業 

予算計上額  ３８，１９４千円 

概 要 

 
【事業目的】 
新公民館施設の管理運営を適切に行い、市民に快適な生涯学

習の場を提供するため、必要な備品の購入や各種システムを構

築するものです。 
また、新公民館への引っ越し後に旧公民館を解体撤去するこ

とから、旧公民館の不要となった備品等を解体工事前に処分す

るものです。 
 
【事業内容】 
・公民館用備品         ３５，１５４千円 

（什器、音響、家電等の購入） 
・ネットワーク構築業務      １，９５６千円 
  （各種システムの構築） 
・備品等処分           １，０８４千円 
  （旧公民館の不要となった備品等の処分） 

計 ３８，１９４千円 
 
【財 源】 
 地方債（旧合併特例事業債） 
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   生涯学習課 

事 業 名  指定文化財維持管理事業 

説   明  沖出古墳葺石補修事業 

予算計上額 ６，９９１千円 

概 要 

 
【事業目的】 
平成１２～１４年度にかけて古墳公園として復元整備した

福岡県指定史跡である沖出古墳の葺石が、経年劣化や害獣等

の影響により崩落、損壊が進行していたため、補修工事を実施

するものです。 
 
【事業内容】 
令和４～５年度は、害獣防止柵の設置及び葺石補修工事の

設計業務を行っています。葺石補修工事は令和６年度から着

手しており、３ヶ年に分けて緊急性の高い箇所からに順に進

めています。令和６年度は１１２㎡を実施、令和７年度は７５

㎡を実施する予定です。事業全体は令和８年度の終了予定で

す。 
 ・沖出古墳葺石補修工事        ５，９２２千円 
 ・沖出古墳葺石補修工事監理業務委託料 １，０６９千円 
                  計 ６，９９１千円 
 
【財 源】 

一般財源及び県指定文化財保護事業費補助金 
（事業費の５０％補助） 
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   生涯学習課 

事 業 名  生涯学習センター費（夢サイト） 

説   明  生涯学習センター夢サイトかほ改修事業 

予算計上額 ２８１，０３８千円 

概 要 

 
【施工目的】 
嘉麻市嘉穂生涯学習センター「夢サイトかほ」は、建設から

２３年が経過し、雨漏りや各部の腐食、空調機の故障など年々

修繕箇所が増え、施設利用者に不便を強いております。 
よって、施設の維持管理として修繕頻度も年々増しているこ

とから、施設の長寿命化を図るため計画的に改修工事を行い、

施設の機能を維持し、市民に快適な生涯学習の場を提供するも

のです。 
 
【施工内容】 
・生涯学習センター改修工事監理業務  ６，１２１千円 
・生涯学習センター改修工事    ２７４，９１７千円 
※主な改修箇所 
 屋上防水工事、外構等改修（中庭ウッドデッキ、駐車場枠

線、生け垣等）、館内照明改修（ＬＥＤ化）、空調設備改修、

トイレ改修（洋式化） 
計  ２８１，０３８千円 

 
【財 源】 
地方債（旧合併特例事業債） 

 
【その他】 
 別添平面図：嘉麻市嘉穂生涯学習センター 夢サイトかほ 
       改修予定箇所図 
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戻る



198 

予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   生涯学習課 

事 業 名  上山田住民ホール運営事業 

説   明  上山田住民ホール解体事業 

予算計上額 １４６，９１１千円 

概 要 

 
【事業目的】 
 行政改革に基づき、公の施設の用途を廃止し、当該施設を解

体除却するものです。 
 
【事業内容】 
 ・解体工事に伴う家屋事前調査  ２２，８０１千円 
 ・解体撤去工事         ７６，０７６千円 
 ・解体工事監理業務委託      ６，６３０千円 
 ・解体工事に伴う家屋事後調査  ４１，４０４千円 
              計 １４６，９１１千円 
 
【事業概要】 
嘉麻市上山田住民ホールの廃止に伴い、施設の解体除却にか

かる一連の経費を計上するものです。なお、当該施設の解体除

却の設計は令和６年度で施工済みです。 
周辺家屋等の事前調査及び事後調査については、対象施設の

周辺半径 40ｍ範囲の隣接する家屋、建物及び工作物等を対象に

調査を行います。 
 
【財 源】 
 地方債（旧合併特例事業債） 
 
【その他】 
 別添：位置図 
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嘉麻市上山田住民ホール 

戻る



200 

予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   スポーツ推進課 

事 業 名  プロジェクトＫ事業 

説   明  プロジェクトＫ事業推進補助金 

予算計上額 ３，９３６千円 

概 要 

 
【補助目的】 

嘉麻市スポーツ推進計画に基づくプロジェクト K を推進す

るため、予算の範囲内で事業を実施する団体に対する補助

金を交付するもの。 
 
【補助内容】 
・補助金交付対象団体 
 本市の区域内に存する私立保育園、私立幼稚園、私立認

定こども園。 
・補助金交付対象事業 

①補助金交付対象団体に在籍する園児に対する荒木式

コオーディネーショントレーニングの実技指導で市

内において実施する事業。 
②補助金交付対象団体に勤務する職員が荒木式コオー

ディネーショントレーニングの実技を習得するため

の研修で、市内において実施するもの。ただし、嘉麻

市が主催する研修にあっては、市外において実施する

ものを含む。 
 
【補助金額】 

予算額：3,936 千円（328 千円／団体） 
 
【事業実績】 

令和元年度  9 団体    決算額：1,873 千円 

令和 2年度  9 団体    決算額：1,047 千円 

令和 3年度  9 団体    決算額：1,469 千円 

令和 4年度  12 団体    決算額：2,352 千円 

令和 5年度  12 団体    決算額：2,309 千円 

令和 6年度  12 団体  決算見込額：3,936 千円 

令和 7年度  12 団地  予算要求額：3,936 千円 
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   スポーツ推進課 

事 業 名  プール管理費 

説   明  スイミングプラザなつき改修事業 

予算計上額 ２９１，７１５千円 

概 要 

 
【事業目的】 
スイミングプラザなつきの特定天井改修、照明改修、及びボ

イラー等設備更新工事を行い、利用者の安全対策、脱炭素化の

推進及びエネルギーコストの削減を図ることを目的とする。 
また、あわせて工事監理業務を行い、同工事の適切な品質の

確保を図るもの。 
 
【事業内容】 
・プール天井の改修工事 
 安全対策を図るため、プール特定天井の改修を行う。 
・照明及びボイラー等設備更新工事 
 設備の老朽化及びエネルギーコストの削減を図るため、 

更新を行う。 
 ・一部内装改修工事 
  更衣室等の内装改修を行うことで、利用者の利便性の向上

及び環境整備を図る。 
 ・工事監理業務 

工事の品質確保を図るため、設計図書のとおりに実施され

ているかの現地確認及び施工図や使用材料の承諾等適切

な判断が可能な有資格者へ業務委託する。 
 
【財源】 
 学校施設環境改善交付金 １／３（特定天井・照明改修工事） 
 旧合併特例債事業費 
 
 
 ■別添：「スイミングプラザなつき」位置図 
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■別添：「スイミングプラザなつき」位置図 
 

 
 
 
  

スイミングプラザなつき 
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   スポーツ推進課 

事 業 名  グラウンド管理費 

説   明  嘉穂陸上競技場改修事業 

予算計上額 ２１９，６７５千円 

概 要 

 
【事業目的】 
筑豊地区唯一の公認陸上競技場として、継続して第４種の公

認認定を受けるため、走路等の改修工事及び公認に必要な備品

を購入し、陸上競技の振興及び普及を図る。 
また、あわせて工事監理業務を行い、同工事の適切な品質の

確保を図る。 
 
【事業内容】 
・走路改修等工事 
 第４種公認認定を受けるため、走路等の改修工事を行い、

走路の安全性及び長寿命化を図る。 
 ・工事監理業務 

工事の品質確保を図るため、設計図書のとおりに実施され

ているかの現地確認及び施工図や使用材料の承諾等適切な

判断が可能な有資格者へ業務委託する。 
 ・備品購入 
  公認ハードル（80 台）、ハードル運搬車（9台）の購入。 
 
【財源】 
 嘉穂総合運動公園整備基金 
 旧合併特例債事業費 
 
 
 ■別添：「嘉穂陸上競技場」位置図 
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■別添：「嘉穂陸上競技場」位置図  

 

 
 
  

 

戻る



205 

予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   農林振興課 

事 業 名  農地農業用施設災害復旧事業 

説   明 上河原堰家屋等工作物事後調査業務委託料 

予算計上額 ３８,９４９千円 

概 要 

 
【委託目的】 
令和２年７月５日から８日にかけての大雨により損壊した

上河原堰の災害復旧工事竣工に伴い、施工中の振動等により

建物等にどのような影響を与えたかを調査し、補償額の算定

や説明業務をおこなう。 
 

【委託箇所】 
 嘉麻市大隈町 
 
【委託内容】 
木造建物   Ｎ＝23 棟 

非木造建物  Ｎ＝ 5 棟 

工作物     Ｎ＝18 箇所 
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【位置図】 
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予 算 名 等   令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   土木課 

事 業 名  土木施設災害復旧費 

説   明 道路災害復旧工事・河川災害復旧工事 

予算計上額 
道路災害復旧工事 １６，０００千円 
河川災害復旧工事 １７，５００千円 

概 要 

 
■道路災害復旧工事 
 
【施工目的】 

令和５年度の豪雨の影響により被災を受けた 
道路の復旧工事を行うものです。 

 
【施工箇所】 

嘉穂地区 計３箇所 
（高屋地区、宮小路・荒谷線、市野・小石原線） 

 
【財源】 

単独災害復旧事業債 
一般財源 

 
 
 
■河川災害復旧工事 
 
【施工目的】 

令和５年度の豪雨の影響により被災を受けた 
河川護岸の復旧工事を行うものです。 
 

【施工箇所】 
嘉穂地区 計５箇所 
（大隈川、屏川、尾谷川、石井谷川、遠賀川） 

 
【財源】 

単独災害復旧事業債 
一般財源 
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位置図（道路・河川災害復旧工事） 
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予 算 名 等  令和７年度一般会計予算 

提 出 課 名   土木課 

事 業 名  土木施設災害復旧費 

説   明 過年度災害復旧工事 

予算計上額 ２０，４９７千円 

概 要 

 
【概 要】 
 災害等の緊急性のある現場おいて、状況などを判断して口頭

発注を行い、本来行う必要がある起案、契約の締結などの事務

手続きを交わさず、かつ工事代金も未払いとなっている災害応

急工事を過年度支出として予算計上するものです。 
 
【施工箇所】 
嘉麻市 嘉穂地区 ２８箇所 
嘉麻市 山田地区  １箇所 

 
【発生年度】 
 平成３１年度   ５箇所 １業者 
令和 ２年度   ７箇所 ２業者 
令和 ３年度   ９箇所 ２業者 
令和 ４年度   ８箇所 ２業者 

 
【施工内容】 
陥没復旧、崩土除去、路肩復旧、床版復旧、雑石空積復旧、 
道路排水復旧、大型土嚢、コンクリート舗装復旧、 
コンクリートブロック復旧、倒木撤去、河床補強等 

 
【財源】 
単独災害復旧事業債 
一般財源 
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【平成３１年度過年度支出工事箇所数】 
番号 請負業者 工事名称 場 所 工事概要 工事金額

1
枝国・久保田線道
路災害応急工事

嘉穂才田
陥没復旧 １.０式
水路復旧 １.０式

¥183,980

2
東畑・タキダニ線
道路災害応急工事

東畑
崩土除去・倒木撤去
V=55.0ｍ3

¥480,045

3
高畑・庄山線道路
災害応急工事

泉河内
路肩復旧 １.０式
側溝復旧 １.０式

¥241,743

4
栗野川河川災害応
急工事

泉河内 床版復旧 １.０式 ¥641,970

5
瀬畑川河川災害応
急工事

泉河内
雑石空積復旧
A=13ｍ2

¥1,071,362

小計 ¥2,619,100

計 H31予算額 ¥2,619,100

C

 
 
 
【令和２年度過年度支出工事箇所数】 
番号 請負業者 工事名称 場 所 工事概要 工事金額

1
市野・小石原線
道路災害応急工事

桑野 路肩復旧 １.０式 ¥1,738,052

2
市野地区
道路災害応急工事

桑野
砕石舗装復旧
A=100ｍ2

¥467,018

3
代・古屋敷線
道路災害応急工事

千手 路面復旧 １.０式 ¥1,210,774

4
青井手川
河川災害応急工事

桑野
護岸土羽復旧
A=125.0ｍ2

¥660,756

小計 ¥4,076,600

5
畑川
河川災害応急工事

東畑 倒木撤去 1.０式 ¥31,364

6
栗野川①
河川災害応急工事

泉河内
護岸土羽復旧
A=28.0ｍ2

7
栗野川②
河川災害応急工事

泉河内 河床補強 １.０式

小計 ¥534,600

計 R2予算額 ¥4,611,200

¥503,236

A

C
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【令和３年度過年度支出工事箇所数】 
番号 請負業者 工事名称 場 所 工事概要 工事金額

1
清藤・井手ノ本線
道路災害応急工事

熊ヶ畑
道路排水工復旧
L=6.0m

¥2,882,206

2
大村川
河川災害応急工事

千 手
大型ブロック復旧
A=38.0ｍ2

¥3,350,394

小計 ¥6,232,600

3
東畑1号線①
道路災害応急工事

東 畑
コンクリート舗装
復旧 A=20.0ｍ2

¥212,684

4
東畑1号線②
道路災害応急工事

東 畑
雑石空積復旧
A=13.0ｍ2

¥607,051

5
東畑1号線③
道路災害応急工事

東 畑
路面補修
L=150ｍ

¥241,226

6
泉河内川①
河川災害応急工事

泉河内
雑石空積復旧
A=8.0ｍ2

¥290,779

7
泉河内川②
河川災害応急工事

泉河内
雑石空積復旧
A=10.0ｍ2

¥412,637

8
泉河内川③河川災
害応急工事

泉河内
護岸土羽復旧
A=６.0ｍ2

¥269,157

9
畑川
河川災害応急工事

泉河内
崩土除去
V＝2.0ｍ３

¥86,166

小計 ¥2,119,700

計 R３予算額 ¥8,352,300

A

C
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【令和４年度過年度支出工事箇所数】 
番号 請負業者 工事名称 場 所 工事概要 工事金額

1
代・古屋敷線①
道路災害応急工事

千手
道路排水復旧
L＝23ｍ

¥1,534,389

2
代・古屋敷線②
道路災害応急工事

千手
道路排水復旧
L＝21ｍ

¥1,816,959

3
宮小路・山瀬川線
道路災害応急工事

小野谷

大型土嚢工
               N=50袋
ふとんかご工
               L=12ｍ

¥794,552

小計 ¥4,145,900

4
東畑1号線
道路災害応急工事

東畑
崩土除去
V＝1.0m3

5
泉河内・古屋敷線
道路災害応急工事

泉河内
崩土除去
V＝12.0m3

6
泉河内川①
河川災害応急工事

泉河内
雑石空積復旧
A＝1.6m2

7
泉河内川②
河川災害応急工事

泉河内
コンクリート復旧
L=7.2ｍ

8
泉河内川③
河川災害応急工事

泉河内
雑石空積復旧
A＝10.0m2

¥376,443

小計 ¥767,800

計 R４予算額 ¥4,913,700

合計 H31～R４予算額 ¥20,496,300

B

C

¥124,635

¥266,722

 
 
 
 

 
 
  

戻る
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【公共土木施設災害復旧事業 平成３１年度過年度支出工事 位置図】 
 
 

 
 
 
  

戻る
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【公共土木施設災害復旧事業 令和２年度過年度支出工事 位置図】 
 
 

 
 
 
  

戻る
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【公共土木施設災害復旧事業 令和３年度過年度支出工事 位置図】 
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【公共土木施設災害復旧事業 令和４年度過年度支出工事 位置図】 
 
 

 
 
 
  

戻る
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公共土木施設災害復旧事業 平成３１年度過年度支出工事個所 
【被災写真 道路】 

施設名  東畑・タキダニ線道路災害応急工事 

被災箇所 東 畑 

 

（着工前） 

 
 

（竣 工） 

 
 
 

戻る
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公共土木施設災害復旧事業 平成３１年度過年度支出工事個所 
【被災写真 河川】 

施設名  栗野川河川災害応急工事 

被災箇所 泉河内 

 

（着工前） 

 
 

（竣 工） 

 
 

戻る
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公共土木施設災害復旧事業 令和２年度過年度支出工事個所 
【被災写真 道路】 

施設名  代・古屋敷線道路災害応急工事 

被災箇所 千 手 

 

（着工前） 

 
 

（竣 工） 

 
 
 

戻る
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公共土木施設災害復旧事業 令和２年度過年度支出工事個所 
【被災写真 河川】 

施設名  栗野川①河川災害応急工事 

被災箇所 泉河内 

 

（着工前） 

 
 

（竣 工） 

 
 
 

戻る
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公共土木施設災害復旧事業 令和３年度過年度支出工事個所 
【被災写真 河川】 

施設名  泉河内川①河川災害応急工事 

被災箇所 泉河内 

 

（着工前） 

 
 

（竣 工） 

 
 
 
 
 

戻る
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公共土木施設災害復旧事業 令和３年度過年度支出工事個所 
【被災写真 河川】 

施設名  泉河内川③河川災害応急工事 

被災箇所 泉河内 

 

（着工前） 

 
 

（竣 工） 

 
 
 
 

戻る
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公共土木施設災害復旧事業 令和４年度過年度支出工事個所 
【被災写真 道路】 

施設名  泉河内・古屋敷線道路災害応急工事 

被災箇所 泉河内 

 
（着工前） 

 
 

（竣 工） 

 
 
 
 
 
 

戻る
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公共土木施設災害復旧事業 令和４年度過年度支出工事個所 
【被災写真 河川】 

施設名  泉河内川②河川災害応急工事 

被災箇所 泉河内 

 
（着工前） 

 
 

（竣 工） 

 
 
 
 

 

戻る




